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財務書類の基本的事項 
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市では、これまでも予算や決算などの財政状況について公表してきましたが、現行制度は、「現金主義・

単式簿記」による現金の収支に着目した内容となっているため、その年度の現金の動きがわかりやすい反面、

資産や負債にかかる情報等が不十分な面がありました。 

こうした従来の決算書を補完するため、国においても、企業会計の手法を取り入れた、「発生主義・複式

簿記」に基づく新たな公会計制度による財政状況の公表を求めているところです。 

そこで、本市においても、平成 20年度決算から資産やコストといった財務情報を含めた、「財務書類」を

作成し、市民の方々に市の財政状況を公表しております。 

 令和元年度決算について、平成 28年度決算から導入された統一的な基準により財務書類を作成しました

ので、公表いたします。 

 

 

【財務書類の体系】 

 

 

一般

会計等 全体 連結

1 ○ ○ ○

2 ○ ○ ○

3 ○ ○ 一部略

4 ○ ○ 省略

一般

会計等 全体 連結

①有形固定資産の明細 ○ ○ ○

②有形固定資産の行政目的別明細 ○ ○ ○

③投資及び出資金の明細 ○ ○ 省略

④基金の明細 ○ ○ 省略

⑤貸付金の明細 ○ ○ 省略

⑥長期延滞債権の明細 ○ ○ 省略

⑦未収金の明細 ○ ○ 省略

①地方債（借入先別）の明細 ○ ○ 省略

②地方債（利率別）の明細 ○ ○ 省略

③地方債（返済期間別）の明細 ○ ○ 省略

④特定の契約条項が付された地方債の概要 ○ ○ 省略

⑤引当金の明細 ○ ○ 省略

○ ○ 省略

○ ○ 省略

○ ○ 省略

○ ○ 省略

4 【CF】 ○ ○ 省略

2 【PL】
⑴補助金等の明細

⑵行政目的別の明細

3 【NW】
⑴財源の明細

⑵財源情報の明細

⑴資金の明細

【CF】資金収支計算書

附属明細書

1 【BS】

⑴資産項目の明細

⑵負債項目の明細

財務４表

【BS】貸借対照表

【PL】行政コスト計算書

【NW】純資産変動計算書

１ はじめに 
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（１）作成基準日 

令和元年度を対象年度とし、令和２年３月 31日を基準日として作成しています。 

なお、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって基準日の計数としています。 

 

（２）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産 

有償で取得したもの･･････････････････････取得原価 

   無償で取得したもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、無償で移管を受けた道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

なお、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和 60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産 

有償で取得したもの･･････････････････････取得原価 

   無償で取得したもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

 

（３）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

ただし、市場価格があるもので、市場価格の下落率が 30％以上である場合は、市場価格としてい

ます。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

ただし、株式については、株式会社の財政状態の悪化により実質価額が 30％以上低下した場合は、

実質価額としています。 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････定額法 

ただし、耐用年数の経過後は備忘価額１円としています。 

なお、減価償却累計額については、各有形固定資産の項目に対する控除項目として、減価償却累計

額の項目をもって表示しています（間接法）。 

２ 財務書類の基本的事項 

 

 

Ⅰ 財務書類作成にかかる重要な会計方針 
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② 無形固定資産･･････････････････････････････定額法 

ただし、耐用年数の経過後は備忘価額の計上は行っていません。 

なお、減価償却累計額については、各無形固定資産の金額から直接控除し、その控除して得た額を

当該各無形固定資産の金額として表示しています（直接法）。 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額としています。 

② 賞与等引当金 

翌年度支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費のうち、本会計年度の期間

に対応する額としています。 

③ 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権について、過去５年間の徴収不能実績率に基づいて算出した額としていま

す。 

 

（６）リース取引の処理方法 

通常の賃貸借取引として会計処理を行うリース取引については、下記のとおりとしています。 

① 所有権移転ファイナンス・リース取引のうち、リース契約１件あたりの契約総額が 300万円以下の

取引 

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

③ オペレーティング・リース取引 

 

（７）資金収支計算書における資金の範囲 

歳計現金としています。 

ただし、歳計外現金については、資金収支計算書の欄外注記として表示するものとしています。 

なお、歳計現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50万円（美術品は 300万円）以上の場合に資産として

います。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

金額が 50万円未満であるときは修繕費として処理しています。 

 

（９）その他 

  百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
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財務４表の関係を図で表すと下表のとおりとなります。 

財務４表は４つの表から構成されており、それぞれが連動していることがわかります。 

「貸借対照表」の純資産の部の変動を表したものが「純資産変動計算書」です。 

「純資産変動計算書」における純資産の変動要因の主なものが純行政コストと財源、固定資産等の変動で

あり、そのうち純行政コストの明細を示すのが「行政コスト計算書」になります。 

「資金収支計算書」は、現金の動きを表す計算書で、本年度末現金預金残高は「貸借対照表」の現金預金

と一致します。 

 

 

  （財務４表の関係） 

 

 

 

  

　　・・・・・

　　・・・・・

　　現金預金

資金収支計算書

行政コスト計算書

純資産変動計算書

貸借対照表

資産の部 負債の部

純資産の部

経常費用

経常収益

臨時損失

臨時利益

純行政コスト
純資産合計

前年度末純資産残高

純行政コスト

財源

固定資産等の変動

本年度末純資産残高

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

本年度末資金残高

本年度末現金預金残高

Ⅱ 財務４表の関係 
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「全体財務書類」とは、市のすべての会計を合わせて作成する財務書類のことで、「連結財務書類」とは、

全体財務書類に関連団体を加えて、連携して行政サービスを実施している関連団体と自治体を１つの行政サ

ービス実施主体とみなして作成する財務書類のことです。 

 なお、本市の「連結対象団体等の範囲」は、次のとおりです。 

 

（１）連結の対象となる団体等の範囲 

 
 

 

 

 

 

 

 

     ・一般会計 

     ・扇町土地区画整理事業特別会計 

 

     ・水道事業会計 

・国民健康保険特別会計 

     ・観光施設事業特別会計 

・地方卸売市場事業特別会計 

・介護保険特別会計 

   ・三本松地区宅地整備事業特別会計 

     ・後期高齢者医療特別会計 

※ 湊町簡易水道事業特別会計、西田面簡易水道事業特別会計、下水道事業特別会計、 

農業集落排水事業特別会計、個別生活排水事業特別会計は除く。 

（地方公営企業法適用に向け、移行準備中であるため） 

 

＜一部事務組合・広域連合＞ 

    ・会津若松地方広域市町村圏整備組合 

     ・福島県市町村総合事務組合 

     ・福島県市民交通災害共済組合 

     ・福島県後期高齢者医療広域連合 

    ＜地方三公社＞ 

     ・会津若松地方土地開発公社 

    ＜第三セクター等＞ 

     ・（株）まちづくり会津 

     ・（一財）会津若松市勤労者福祉サービスセンター 

     ・（公財）会津若松文化振興財団 

     ・（一財）会津若松観光ビューロー 

     ・（公財）会津地域教育・学術振興財団 

    

 

※第三セクター等の連結について 

自治体の出資割合が 50％超の法人、また、50％以下であっても業務運営に主導的な立場を確保している

と認められる場合なども対象となる。 

  

Ⅲ 全体・連結財務書類作成にかかる主要な事項 

 

 

 

連結財務書類 

全体財務書類 

一般会計等財務書類 
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（２）内部取引の相殺消去 

連結の対象となった団体間の取引や債権債務などの内部取引については、相殺消去しています。 

例えば、一般会計から特別会計に繰出金を支出したとします。 

一般会計では支出項目に「繰出支出」が計上されます。一方、繰出金を受け取った特別会計では収入項目

に「繰入収入」が計上されます。この状態で一般会計と特別会計を単純合算すると、「繰出支出」と「繰入

収入」の両方が計上されていることになります。しかし、この取引は、単に内部でお金を動かしただけで、

実質的な支出や収入があったとは言えません。そこで、全体・連結財務書類では、これら内部取引を消去し

ます。 

 

 

 

 

会津若松市全体で考えると支出と収入はないことになる

（一般会計から特別会計に100万円を繰り出した場合）

一般会計
100万円の支出

特別会計
100万円の収入

繰出金

100万円

繰入金

100万円

会津若松市の取引

（内部取引として消去）

外部取引なし 外部取引なし
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財務４表の解説 

（一般会計等） 
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「貸借対照表」とは、自治体が住民サービスを提供するために保有している「資産」と、将来世代が負

担する部分である「負債」、資産から負債を差し引いた「純資産」で構成されており、左右がバランスし

ている表であることから、バランスシートとも呼ばれます。 

「貸借対照表」は、借方（左側）と貸方（右側）で構成されています。（図１参照） 

借方には、土地・建物などの今までに形成した資産、貸方には地方債などの負債と純資産が表示され、

資産と負債及び純資産との関係は、「資産＝負債＋純資産」となります。 

 

          （図１） 

借方 貸方 

①資産 

②負債 

③純資産 

 

①資産 

資産には、 

（ア）自治体が住民サービスを提供するために使用する資産 

（イ）将来自治体に資金流入をもたらす資産（売れる資産・資金回収する資産） 

（ウ）現在保有する基金・預金等の現金資産 

の３つがあります。例えば、（ア）には道路や庁舎、学校等の固定資産が含まれ、（イ）には売却可能資

産や市税等の収入未済額があります。 

 

②負債 

負債とは、将来支払い義務の履行により自治体に資金の流出をもたらすものです。負債に計上される主

な項目として地方債がありますが、地方債は公共施設等の住民サービスを提供するために保有する財産の

財源としてみた場合、住民サービスを享受する世代間の公平性の観点から発行するという側面があります。

そのため、負債は将来世代が負担する部分と見ることができます。 

 

③純資産 

純資産とは、資産と負債の差額です。純資産は、公共施設等の住民サービスを提供するために保有する

財産の財源としてみた場合、過去又は現在の世代が既に負担した部分を表していると言えます。 

 

  

Ⅰ 貸借対照表 
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令和元年度の「貸借対照表」は次のとおりです。 

 

【資産の部】

 
 

  

（単位：百万円）

令和元年度 平成30年度 増減

【資産の部】
143,324 142,520 804

有形固定資産 134,756 134,615 141
68,424 68,042 382

　　　（例：庁舎、学校、市営住宅、福祉施設など）
土地 32,034 32,265 △ 231
立木竹 2 2 0
建物 34,324 33,781 543
工作物 932 953 △ 21
船舶 - - -
浮標等 - - -
航空機 - - -
その他 - - -

1,133 1,041 92
65,944 66,171 △ 227

　　　　（例：道路、橋、公園、上下水道施設など）
土地 26,358 26,076 282
建物 3,076 2,932 144
工作物 36,362 37,038 △ 676
その他 - - -
建設仮勘定 148 125 23

388 403 △ 15
無形固定資産 190 232 △ 42

ソフトウェア 189 231 △ 42
その他 1 1 0

投資その他の資産 8,378 7,673 705
1,123 1,123 0

有価証券 190 190 0
出資金 932 933 △ 1
その他 - - -

投資損失引当金 - - -
436 421 15

8 10 △ 2

基金 6,919 6,230 689
減債基金 607 7 600
その他 6,312 6,223 89

その他 - - -
△ 109 △ 111 2

4,866 5,669 △ 803
現金預金 1,996 2,458 △ 462

162 145 17

1 1 0

基金 2,739 3,097 △ 358
財政調整基金 2,739 3,097 △ 358
減債基金　…　減債基金のうち、翌年度に活用する見込みの金額 - - -

棚卸資産 - - -
その他 - - -

△ 33 △ 31 △ 2

148,191 148,190 1

流動資産　…　１年以内に現金化しうる資産

未収金　…　収入未済額のうち、その年度に新たに発生したもの
　　　　　　（現年度分）
短期貸付金　…　市が貸し付けている金額のうち、
　　　　　　　　翌年度に償還期限が到来するもの

長期貸付金　…　市が貸し付けている金額のうち、
　　　　　　　　1年を超えて償還期限が到来するもの

徴収不能引当金　…　長期延滞債権のうち、時効等の理由により
　　　　　　　　　　回収が困難であると見込まれる金額

徴収不能引当金　…　未収金のうち、時効等の理由により
　　　　　　　　　　回収が困難であると見込まれる金額

資産合計

投資及び出資金　…　市が保有する株券などの有価証券や、
　　　　　　　　　　公営企業・関係団体等への出資金

長期延滞債権　…　収入未済額のうち、当初調定年度が前年度
　　　　　　　　　以前のもので、延滞が長期に及んでいるもの
　　　　　　　　　（滞納繰越分）

科　　　　　　目

固定資産　…　行政活動のために使用することを目的として保有する
　　　　　　　資産、又は１年を超えて現金化される資産

事業用資産　…　公共サービスに供されている資産でインフラ
　　　　　　　　資産以外の資産

建設仮勘定　…　建設中の固定資産に係る支出済額
インフラ資産　…　社会基盤となる資産 

物品　…　取得価格が50万円以上の物品及び300万円以上の美術品
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【負債・純資産の部】

 
 

 

令和元年度の貸借対照表は、「資産」が前年度とほぼ同額の 1,481.9億円、「負債」が対前年度 0.9億円

減の 546.2億円となり、「純資産」は対前年度 0.9億円増の 935.7億円となりました。 

  

（単位：百万円）

令和元年度 平成30年度 増減

【負債の部】

49,883 49,968 △ 85

41,752 41,842 △ 90

- 33 △ 33

8,090 8,041 49

損失補償等引当金 - - -

その他 41 51 △ 10

4,736 4,739 △ 3

１年内償還予定地方債　…　地方債のうち、翌年度に償還する金額 3,970 3,971 △ 1

2 3 △ 1

未払費用 - - -

前受金 - - -

前受収益 - - -

559 556 3

預り金 196 199 △ 3

その他 10 10 0

54,619 54,707 △ 88

【純資産の部】

146,065 145,618 447

△ 52,493 △ 52,136 △ 357

93,572 93,482 90

148,191 148,190 1

固定負債　…　1年を超えて返済期限が到来する負債

純資産合計

負債及び純資産合計

科　　　　　　目

負債合計

地方債　…　発行した地方債のうち、償還予定が1年超えのもの

長期未払金　…　自治法第214条に規定する債務負担行為で
　　　　　　　　確定債務とみなされるもの

流動負債　…　1年以内に返済すべき負債

未払金　…　市税等の未還付額

退職手当引当金　…　在職する職員が自己都合により退職するものと
　　　　　　　　　　した場合の退職手当支給見込み額

賞与等引当金　…　翌年度に支払うことが予定されている職員賞与の
　　　　　　　　　うち、当年度の勤務によって発生する負担相当額

固定資産等形成分　…　資産形成のために充当した資源の蓄積を意味する
　　　　　　　　　　　（固定資産と流動資産の短期貸付金、基金を
　　　　　　　　　　　　合計した金額と一致する）

余剰分（不足分）　…　純資産合計から固定資産等形成分を差し引いた額



 12 

◇資産と負債・純資産の構成比率 

このグラフは、令和元年度の「貸借対照表」における各科目の構成比率をグラフ化したものです。

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◇有形固定資産の内訳 

このグラフは、令和元年度「貸借対照表」における「固定資産」のうち、「有形固定資産」について、

分野別の構成比率を表しています。 

 

 
  

◇ ポイント 

左側の「資産」においては、市民サービスを提供する上で必要な有形固定資産（道路や公園、学校など

の土地や建物など）が 90％以上を占めていることがわかります。 

右側の「負債・純資産」においては、固定負債が 33.7％、流動負債が 3.2％、純資産が 63.1％の割合

となっており、将来世代が負担する部分である「負債」よりも、「純資産」の方が多くなっています。 

なお、今後の公共施設等の整備にあたっては、将来世代の負担が過大とならないよう、引き続きそのバ

ランスを見極めていくことが重要です。 

 

 

生活インフラ

・国土保全

53.6％教育

28.7％

産業振興

7.6％

総務 7.0％

環境衛生 1.5％

福祉 1.4％

消防 0.2％

◇ ポイント 

道路や公園などを含む「生活インフラ・国

土保全」が 53.6％、小中学校の校舎や校庭な

どを含む「教育」が 28.7％を占めていること

から、安定した市民サービスを提供するため

に必要な公共資産として、これらに対し多く

投資してきたことがわかります。 

なお、本市は消防や環境衛生の割合が低く

なっていますが、これは、消防署やごみ焼却

施設などを一部事務組合が所有しているため

です。 
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◆市民一人あたりの貸借対照表 

 
 

【参考】 

平成 30年度・・・平成 31年３月 31日住民基本台帳人口 118,518人 

令和元年度・・・令和２年３月 31日住民基本台帳人口  117,329人 

 

 

 

  

（単位：千円）

元年度 30年度 増減 元年度 30年度 増減

【資産の部】 【負債の部】

1有形固定資産 1固定負債

（1）事業用資産 583 574 9 （1）地方債 356 353 3
（2）インフラ資産 562 558 4 （2）長期未払金 0 0 0
（3）物品 3 4 △ 1 （3）退職手当引当金 69 68 1
合計 1,148 1,136 12 （4）その他 0 0 0

合計 425 421 4
2無形固定資産 2 2 0

2流動負債

3投資その他の資産 （1）1年以内償還予定地方債 34 33 1
（1）投資及び出資金 10 9 1 （2）未払金 0 0 0
（2）長期延滞債権 4 3 1 （3）賞与等引当金 5 5 0
（3）長期貸付金 0 0 0 （4）預り金 1 2 △ 1
（4）基金 59 53 6 （5）その他 0 0 0
（5）徴収不能引当金 △ 1 △ 1 0 合計 40 40 0
合計 72 64 8

負債合計 465 461 4
4流動資産

（1）現金預金 17 21 △ 4 【純資産の部】

（2）未収金 1 1 0 1純資産

（3）短期貸付金 0 0 0 （1）固定資産等形成分 1,245 1,229 16
（4）基金 23 26 △ 3 （2）余剰分（不足分） △ 447 △ 440 △ 7

（5）徴収不能引当金 0 0 0 純資産合計 798 789 9
合計 41 48 △ 7

資産合計 1,263 1,250 13 負債・純資産合計 1,263 1,250 13

科目 科目

借方 貸方
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「行政コスト計算書」とは、１年間の自治体の費用・収益の取引高を表したものです。 

福祉活動やごみの収集といった行政サービスに係るコスト（経費）とその行政サービスの直接の対価と

して得られた収益の差し引きが「純経常行政コスト」となり、さらに「臨時損失」、「臨時利益」を加味

したものが「純行政コスト」となります。（図２参照） 

 

 

     （図２） 

 
 
 

 

  

経常費用　①

純経常行政コスト　③　（①－②）

業務費用

移転費用

人件費、物件費等

経常収益　② 使用料、手数料、財産収入等

純行政コスト　（③＋④－⑤）

補助金、社会保障給付費等

臨時損失　④ 災害復旧事業費、資産除売却損

臨時利益　⑤ 資産売却益

Ⅱ 行政コスト計算書 
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令和元年度の「行政コスト計算書」は次のとおりです。 

 
 

 

令和元年度は、行政サービスを提供するための職員の人件費や、施設の維持管理にかかる経費、児童手

当や生活保護費といった扶助費などを合わせた「経常費用」が対前年度6.1億円増の436.2億円、行政サー

ビスを受けた人からの収入である「経常収益」が対前年度1.4億円減の10.9億円となり、さらに「臨時損

失」、「臨時利益」を加味した「純行政コスト」は、対前年度7.1億円増の426億円となりました。 

  

（単位：百万円）

令和元年度 平成30年度 増減

43,617 43,008 609

業務費用 21,113 20,878 235

人件費 7,880 7,550 330

6,233 6,235 △ 2

559 556 3

594 287 307

その他 494 472 22

物件費等 12,603 12,573 30

8,711 8,571 140

420 611 △ 191

3,472 3,391 81

その他 - 0 0

その他の業務費用 629 755 △ 126

276 321 △ 45

徴収不能引当金繰入額 12 - 12

その他 341 434 △ 93

移転費用 22,504 22,130 374

6,950 7,379 △ 429

10,934 10,308 626

他会計への繰出金 4,569 4,347 222

その他 52 95 △ 43

1,091 1,232 △ 141

661 650 11

その他 430 582 △ 152

純経常行政コスト 42,527 41,776 751

臨時損失 95 179 △ 84

災害復旧事業費 - 22 △ 22

資産除売却損 95 156 △ 61

投資損失引当金繰入額 - - -

損失補償等引当金繰入額 - - -

その他 0 0 0

臨時利益 22 67 △ 45

資産売却益 22 67 △ 45

その他 - - -

42,600 41,888 712

科　　　　　　目

経常費用　…　通常の行政活動に伴い発生した費用

職員給与費　…　職員の給与や共済費等の人件費

賞与等引当金繰入額　…　引当金への繰入額

退職手当引当金繰入額　　（現金の支出は伴わない）

物件費　…　旅費や委託料、消耗品費、備品購入費など

維持補修費　…　施設等の維持修繕にかかる経費

使用料及び手数料　…　財・サービスの対価として、使用料
　　　　　　　　　　　及び手数料の形で徴収する金銭

純行政コスト　…　費用と収益の差額であり、税収や地方交付税、
　　　　　　　　　国県支出金などの歳入で賄うべきコスト

減価償却費　…　固定資産の減価償却費
　　　　　　　　（現金の支出は伴わない）

支払利息　…　地方債の利子など

補助金等　…　住民や団体等に対する負担金、補助金
　　　　　　　及び交付金など

社会保障給付　…　生活保護費や就学援助費など

経常収益　…　通常の行政活動による収入
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◇目的別行政コスト計算書 

 行政コスト計算書を目的別に分類すると、下記の表のとおりとなります。 

 
 

◆市民一人あたりの行政コスト計算書 

 
 

【参考】 

平成 30年度・・・平成 31年３月 31日住民基本台帳人口 118,518人 

令和元年度・・・令和２年３月 31日住民基本台帳人口  117,329人 

（単位：百万円）

目　的 経常費用 経常収益 純経常行政コスト 臨時損失 臨時利益 純行政コスト

生活インフラ・国土保全 4,758 528 4,231 43 2 4,272

教育 4,337 34 4,303 30 6 4,327

福祉 20,852 123 20,729 22 - 20,751

環境衛生 3,401 128 3,274 0 - 3,274

産業振興 2,616 36 2,580 0 0 2,580

消防 1,718 6 1,712 0 - 1,712

総務 5,934 236 5,698 0 14 5,684

警察 - - - - - -

その他 - - - - - -

合　計 43,617 1,091 42,527 95 22 42,600

（単位：千円） （単位：千円）

元年度 30年度 増減 純行政コスト（目的別） 元年度 30年度 増減

　人件費 67 64 3 生活インフラ・国土保全 36 39 △ 3

　　職員給与費 53 53 0 教育 37 37 0

　　賞与等引当金繰入額 5 5 0 福祉 177 168 9

　　退職手当引当金繰入額 5 2 3 環境衛生 28 27 1

　　その他 4 4 0 産業振興 22 23 △ 1

　物件費等 108 106 2 消防 15 15 0

　　物件費 74 72 2 総務 48 44 4

　　維持補修費 4 5 △ 1 合　計 363 353 10

　　減価償却費 30 29 1

　　その他 - 0 0

　その他の業務費用 5 6 △ 1

　　支払利息 2 3 △ 1

　　徴収不能引当金繰入額 0 - 0

　　その他 3 3 0

　補助金等 59 62 △ 3

　社会保障給付 93 87 6

　他会計への繰出金 39 36 3

　その他移転費用 0 1 △ 1

371 362 9

　使用料及び手数料 5 5 0

　その他 4 5 △ 1

9 10 △ 1

362 352 10

1 2 △ 1

0 1 △ 1

363 353 10

経
常
費
用

経常費用　合計　

経常
収益

経常収益　合計　

純経常行政コスト

臨時損失　合計　

臨時利益　合計　

純行政コスト

行政コスト計算書
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 「純資産変動計算書」とは、「貸借対照表」の純資産の１年間の増減を表したものです。 

 

項 目 説 明 

前年度末残高 
期首（前年度末時点）の純資産の残高 

※前年度「貸借対照表」の純資産の額と一致します。 

１
年
間
の
変
動 

純行政コスト 
「行政コスト計算書」から算出します。 

※コストは、純資産を減少させます。 

財源 地方税、地方交付税、国庫支出金、県支出金など 

固定資産等の変動 固定資産の増減、貸付金・基金等の増減など 

本年度末残高 
期末（当年度末時点）の純資産の残高 

※当年度「貸借対照表」の純資産の額と一致します。 

 

 

 令和元年度の「純資産変動計算書」は次のとおりです。 

 
 
 

令和元年度は、「純資産変動額」が 0.9億円のプラスとなり、「本年度末純資産残高」は 935.7億円とな

りました。 

 

   

（単位：百万円）

合計 固定資産等
形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 93,482 145,618 △ 52,136

純行政コスト（△） △ 42,600 △ 42,600

財源 42,541 42,541

29,615 29,615

12,926 12,926

本年度差額 △ 59 △ 59

固定資産の変動（内部変動） 297 △ 297

有形固定資産等の増加 3,457 △ 3,457

有形固定資産等の減少 △ 3,508 3,508

貸付金・基金等の増加 1,545 △ 1,545

貸付金・基金等の減少 △ 1,197 1,197

- -

149 149

その他 △ 1 △ 1

本年度純資産変動額 89 446 △ 357

本年度末純資産残高 93,572 146,065 △ 52,493

国県等補助金　…　国庫支出金及び県支出金

資産評価差額　…　有価証券等の評価差額

無償所管換等　…　無償で譲渡又は取得した固定資産の
　　　　　　　　　評価額など

科　　　　　目

税収等　…　地方税、地方交付税、地方譲与税など

Ⅲ 純資産変動計算書 
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「資金収支計算書」とは、市の行政活動における収入と支出について、１年間の現金の流れを表したも

のです。 

現金の流れを示した点では歳入歳出決算書と似ていますが、活動別に区分することで、歳入歳出決算書

ではわからなかった活動別の資金調達源泉と資金使途を把握することができます。（図３参照） 

例えば、歳入歳出決算書は資金の増減にのみ着目するため、市税収入も地方債収入も歳入として扱われ

ます。この「資金収支計算書」では、市税収入は業務活動による収入、地方債収入は財務活動による収入

というように、両者を調達源泉の異なる資金として捉えるため、活動別の資金収支の状況を把握すること

ができます。 

 

  

    （図３） 

 
 

 

  

投資活動収支

投資活動支出 　道路、学校、公園など、主に固定資
産形成のための支出及び収入
（支出：公共施設等整備費、基金積
立金など）
（収入：国県等補助金、基金取崩収
入など）

投資活動収入

収支

財務活動収支

財務活動支出

地方債の元金償還額などの支出及
び地方債発行による収入財務活動収入

収支

業務活動収支

業務支出

業務収入

収支

経常的な行政サービスを提供するた
めの支出及び収入
（支出：人件費、物件費、支払利息、
補助金、社会保障給付など）
（収入：税収、国県等補助金（業務支
出の財源としたもの）、使用料及び手
数料など）

臨時支出

臨時収入

Ⅳ 資金収支計算書 
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 令和元年度の「資金収支計算書」は次のとおりです。 

 
 

 

 

令和元年度は、「資金収支額」（業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支の合計）が対前年度 5.1

億円減の 4.6億円のマイナスとなり、「本年度末現金預金残高」は対前年度 4.6 億円減の 20億円となりま

した。 

 

  

（単位：百万円）

令和元年度 平成30年度 増減 令和元年度 平成30年度 増減

【業務活動収支】 【財務活動収支】

業務支出 40,070 39,748 322 財務活動支出 3,981 4,231 △ 250

業務費用支出 17,566 17,619 △ 53 地方債償還支出 3,971 4,221 △ 250

人件費支出 7,829 7,694 135 その他の支出 10 10 0

物件費等支出 9,131 9,182 △ 51 財務活動収入 3,879 4,774 △ 895

支払利息支出 276 321 △ 45 地方債発行収入 3,879 4,774 △ 895

その他の支出 330 421 △ 91 その他の収入 - - -

移転費用支出 22,504 22,130 374 財務活動収支 △ 102 542 △ 644

補助金等支出 6,950 7,379 △ 429 本年度資金収支額 △ 457 50 △ 507

社会保障給付支出 10,934 10,308 626 前年度末資金残高 2,258 2,208 50

他会計への繰出支出 4,569 4,347 222 本年度末資金残高 1,801 2,258 △ 457

その他の支出 52 95 △ 43

業務収入 42,458 42,059 399 前年度末歳計外現金残高 199 1,168 △ 969

税収等収入 29,557 29,393 164 本年度歳計外現金増減額 △ 4 △ 968 964

国県等補助金収入 11,811 11,451 360 本年度末歳計外現金残高 196 199 △ 3

使用料及び手数料収入 663 651 12 本年度末現金預金残高 1,996 2,458 △ 462

その他の収入 427 564 △ 137

臨時支出 74 162 △ 88

災害復旧事業費支出 - 22 △ 22

その他の支出 74 140 △ 66

臨時収入 - 12 △ 12

業務活動収支 2,314 2,161 153

【投資活動収支】

投資活動支出 5,017 5,575 △ 558

公共施設等整備費支出 3,490 3,217 273

基金積立金支出 856 1,684 △ 828

投資及び出資金支出 - - -

貸付金支出 671 674 △ 3

その他の支出 - - -

投資活動収入 2,348 2,922 △ 574

国県等補助金収入 1,115 687 428

基金取崩収入 525 305 220

貸付金元金回収収入 671 674 △ 3

資産売却収入 37 1,256 △ 1,219

その他の収入 0 - 0

投資活動収支 △ 2,669 △ 2,653 △ 16

科　　　　　　目 科　　　　　　目
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財務４表の解説 

（全体・連結） 
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◇ 貸借対照表の「一般会計等」と「全体」、「連結」の比較 

「一般会計等貸借対照表」と「全体貸借対照表」、「連結貸借対照表」を比較すると、下記の表のとお

りとなります。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前年度比較（全体・連結）】 

 

（単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

143,324 96.7％ 176,218 95.3％ 183,651 94.4％

有形固定資産 134,756 90.9％ 164,971 89.3％ 170,839 87.8％

無形固定資産 190 0.1％ 908 0.5％ 1,175 0.6％

投資その他の資産 8,378 5.7％ 10,340 5.6％ 11,636 6.0％

4,866 3.3％ 8,598 4.7％ 10,927 5.6％

148,191 100.0％ 184,816 100.0％ 194,577 100.0％

49,883 33.7％ 65,035 35.2％ 67,407 34.7％

4,736 3.2％ 6,031 3.3％ 6,307 3.2％

54,619 36.9％ 71,066 38.5％ 73,714 37.9％

93,572 63.1％ 113,750 61.5％ 120,863 62.1％

148,191 100.0％ 184,816 100.0％ 194,577 100.0％

全体一般会計等 連結

資
　
産

負
債
・
純
資
産

1　固定資産

2　流動資産

合　計

1　固定負債

2　流動負債

負債　合計

純資産　合計

合　計

（単位：百万円）

元年度 30年度 増減 元年度 30年度 増減

176,218 175,802 416 183,651 182,060 1,591

有形固定資産 164,971 165,186 △ 215 170,839 170,107 732

無形固定資産 908 998 △ 90 1,175 1,281 △ 106

投資その他の資産 10,340 9,618 722 11,636 10,672 964

8,598 9,177 △ 579 10,927 11,572 △ 645

184,816 184,979 △ 163 194,577 193,632 945

65,035 65,211 △ 176 67,407 67,205 202

6,031 6,341 △ 310 6,307 6,652 △ 345

71,066 71,552 △ 486 73,714 73,857 △ 143

113,750 113,428 322 120,863 119,775 1,088

184,816 184,979 △ 163 194,577 193,632 945

負
債
・
純
資
産

1　固定負債

2　流動負債

負債　合計

純資産　合計

合　計

資
　
産

1　固定資産

2　流動資産

合　計

全体 連結

Ⅰ 全体・連結貸借対照表 
 

 
 

◇ ポイント 

全体・連結貸借対照表では、対象会計・団体の決算額が加わるため、各項目で値が大きく

なります。構成比率を見ると、流動資産の比率が高くなっていますが、これは、他の会計・

団体では現金や流動性の高い基金の比率が高いためです。 

また、負債の比率も高くなっていますが、これは、水道事業などの負債比率が高いためで

す。 
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◇有形固定資産の内訳 

このグラフは、令和元年度「貸借対照表」における「固定資産」のうち、「有形固定資産」について、

分野別の構成比率を表しています。 

 

 

【全体財務書類】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【連結財務書類】 

 

  

◇ ポイント 

Ｐ.12 の一般会計等と比較すると、「生活イ

ンフラ・国土保全」の割合が 7.3％増加してい

ることがわかります。これは水道事業と合わせ

たことで、インフラ資産が増加したことが影響

しています。 

◇ ポイント 

一般会計等及び全体財務書類と比較すると、

「環境衛生」や「消防」の割合が増えているこ

とがわかります。これは前述のとおり、消防署

やごみ焼却施設などを一部事務組合が所有し

ているためです。 
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◇ 行政コスト計算書の 「一般会計等」と「全体」、「連結」の比較 

「一般会計等行政コスト計算書」と「全体行政コスト計算書」、「連結行政コスト計算書」を比較する

と、下記の表のとおりとなります。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
【前年度比較（全体・連結）】 

 

（単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

人件費 7,880 18.1％ 8,622 12.8％ 10,350 12.7％

物件費等 12,603 28.9％ 15,713 23.2％ 17,511 21.5％

その他の業務費用 629 1.4％ 1,014 1.5％ 1,371 1.7％

補助金等 6,950 15.9％ 30,193 44.7％ 40,210 49.3％

社会保障給付 10,934 25.1％ 10,957 16.2％ 10,963 13.4％

他会計への繰出金 4,569 10.5％ 1,019 1.5％ 1,019 1.3％

その他移転費用 52 0.1％ 64 0.1％ 103 0.1％

経常費用　合計 43,617 100.0％ 67,581 100.0％ 81,526 100.0％

使用料及び手数料 661 60.6％ 3,501 83.4％ 3,878 73.5％

その他 430 39.4％ 699 16.6％ 1,399 26.5％

経常収益　合計 1,091 100.0％ 4,200 100.0％ 5,277 100.0％

42,527 - 63,381 - 76,248 -

95 - 96 - 101 -

22 - 23 - 24 -

42,600 - 63,454 - 76,325 -

臨時利益　合計

純行政コスト

経
常
収
益

経
常
費
用

純経常行政コスト

臨時損失　合計

一般会計等 全体 連結

（単位：百万円）

元年度 30年度 増減 元年度 30年度 増減

人件費 8,622 8,287 335 10,350 9,996 354

物件費等 15,713 15,520 193 17,511 17,757 △ 246

その他の業務費用 1,014 1,352 △ 338 1,371 1,771 △ 400

補助金等 30,193 30,465 △ 272 40,210 39,978 232

社会保障給付 10,957 10,330 627 10,963 10,336 627

他会計への繰出金 1,019 882 137 1,019 882 137

その他移転費用 64 99 △ 35 103 135 △ 32

経常費用　合計 67,581 66,936 645 81,526 80,855 671

使用料及び手数料 3,501 3,595 △ 94 3,878 4,005 △ 127

その他 699 859 △ 160 1,399 2,274 △ 875

経常収益　合計 4,200 4,455 △ 255 5,277 6,280 △ 1,003

63,381 62,481 900 76,248 74,576 1,672

96 190 △ 94 101 195 △ 94

23 69 △ 46 24 51 △ 27

63,454 62,603 851 76,325 74,719 1,606

連結

経
常
収
益

純経常行政コスト

臨時損失　合計

臨時利益　合計

純行政コスト

経
常
費
用

全体

Ⅱ 全体・連結行政コスト計算書 
 

 
 

◇ ポイント 

全体行政コスト計算書を見てみると、特に、「補助金等」の比率が高くなっています。これは、

国民健康保険や介護保険などの特別会計と合わせたことで、福島県国民健康保険団体連合会へ

の負担金などが加わったためです。 

また、「他会計への繰出金」が減少しているのは、特別会計への繰出金を相殺しているためで

す。 
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◇ 純資産変動計算書の 「一般会計等」と「全体」、「連結」の比較 

「一般会計等純資産変動計算書」と「全体純資産変動計算書」、「連結純資産変動計算書」を比較する

と、下記の表のとおりとなります。 

 
 

※「連結純資産変動計算書」については、一部省略して作成しています。 

 

  

（単位：百万円）

固定資産等
形成分

固定資産等
形成分

固定資産等
形成分

93,482 145,618 113,428 178,900 119,775 185,310

△ 42,600 △ 63,454 △ 76,325

42,541 63,594 77,217

税収等 29,615 38,033 38,129

国県等補助金 12,926 25,560 39,088

△ 59 139 892

297 △ 134

有形固定資産等の増減 △ 51 △ 499

貸付金・基金等の増減 348 365

- - - - 1

149 149 193 193 193

- - - - -

- - - - 16

△ 1 △ 10 △ 13

89 446 322 58 1,088 1,246

93,572 146,065 113,750 178,959 120,863 186,555

連結

合　計

比例連結割合変更に伴う差額

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

合　計 合　計

前年度末純資産残高

純行政コスト

財源

一般会計等 全体

固定資産の変動（内部変動）

資産評価差額

無償所管換等

内部取引

その他

本年度差額

Ⅲ 全体・連結純資産変動計算書 
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◇ 資金収支計算書の 「一般会計等」と「全体」の比較 

「一般会計等資金収支計算書」と「全体資金収支計算書」を比較すると、下記の表のとおりとなります。

なお、「連結資金収支計算書」については、作成していません。 

 

（単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比

人件費支出 7,829 19.5％ 8,540 13.6％

物件費等支出 9,131 22.8％ 11,081 17.6％

支払利息支出 276 0.7％ 453 0.7％

その他業務費用支出 330 0.8％ 488 0.8％

補助金等支出 6,950 17.4％ 30,192 48.1％

社会保障給付支出 10,934 27.3％ 10,957 17.5％

他会計への繰出支出 4,569 11.4％ 1,019 1.6％

その他移転費用支出 52 0.1％ 64 0.1％

業務支出　合計 40,070 100.0％ 62,793 100.0％

税収等収入 29,557 69.6％ 37,853 57.2％

国県等補助金収入 11,811 27.8％ 24,354 36.8％

使用料及び手数料収入 663 1.6％ 3,382 5.1％

その他の収入 427 1.0％ 628 0.9％

業務収入　合計 42,458 100.0％ 66,217 100.0％

74 - 75 -

- - 2 -

2,314 - 3,351 -

公共施設等整備費支出 3,490 69.5％ 4,453 71.5％

基金積立金支出 856 17.1％ 1,102 17.7％

投資及び出資金支出 - - - -

貸付金支出 671 13.4％ 671 10.8％

投資活動支出　合計 5,017 100.0％ 6,225 100.0％

国県等補助金収入 1,115 47.5％ 1,141 43.5％

基金取崩収入 525 22.3％ 776 29.5％

貸付金元金回収収入 671 28.6％ 671 25.6％

資産売却収入 37 1.6％ 37 1.4％

投資活動収入　合計 2,348 100.0％ 2,625 100.0％

△ 2,669 - △ 3,599 -

地方債等償還支出 3,971 99.7％ 4,656 99.8％

その他の支出 10 0.3％ 10 0.2％

財務活動支出　合計 3,981 100.0％ 4,666 100.0％

地方債等発行収入 3,879 100.0％ 4,466 100.0％

その他の収入 - - 1 0.0％

財務活動収入　合計 3,879 100.0％ 4,467 100.0％

△ 102 - △ 200 -

△ 457 - △ 448 -

2,258 - 5,119 -

1,801 - 4,671 -

199 - 199 -

△ 4 - △ 4 -

196 - 196 -

1,996 - 4,866 -

前年度末資金残高

投資活動収支

臨時支出　合計

臨時収入　合計

業務活動収支

投
資
活
動
支
出

投
資
活
動
収
入

業
務
収
入

業
務
支
出

本年度末資金残高

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

財務
活動
支出

財務
活動
収入

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

財務活動収支

本年度資金収支額

一般会計等 全体

Ⅳ 全体資金収支計算書 
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【前年度比較（全体）】 

 

（単位：百万円）

元年度 30年度 増減

人件費支出 8,540 8,404 136

物件費等支出 11,081 10,794 287

支払利息支出 453 514 △ 61

その他業務費用支出 488 773 △ 285

補助金等支出 30,192 30,465 △ 273

社会保障給付支出 10,957 10,330 627

他会計への繰出支出 1,019 882 137

その他移転費用支出 64 99 △ 35

業務支出　合計 62,793 62,261 532

税収等収入 37,853 37,729 124

国県等補助金収入 24,354 24,036 318

使用料及び手数料収入 3,382 3,597 △ 215

その他の収入 628 879 △ 251

業務収入　合計 66,217 66,241 △ 24

75 174 △ 99

2 26 △ 24

3,351 3,832 △ 481

公共施設等整備費支出 4,453 4,650 △ 197

基金積立金支出 1,102 1,978 △ 876

投資及び出資金支出 - - -

貸付金支出 671 674 △ 3

投資活動支出　合計 6,225 7,302 △ 1,077

国県等補助金収入 1,141 927 214

基金取崩収入 776 384 392

貸付金元金回収収入 671 674 △ 3

資産売却収入 37 1,256 △ 1,219

投資活動収入　合計 2,625 3,241 △ 616

△ 3,599 △ 4,061 462

地方債等償還支出 4,656 4,923 △ 267

その他の支出 10 10 0

財務活動支出　合計 4,666 4,933 △ 267

地方債等発行収入 4,466 5,227 △ 761

その他の収入 1 2 △ 1

財務活動収入　合計 4,467 5,228 △ 761

△ 200 295 △ 495

△ 448 66 △ 514

5,119 5,053 66

4,671 5,119 △ 448

199 1,168 △ 969

△ 4 △ 968 964

196 199 △ 3

4,866 5,318 △ 452本年度末現金預金残高

全体

前年度末資金残高

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

投資活動収支

財務
活動
支出

財務
活動
収入

財務活動収支

本年度資金収支額

臨時支出　合計

臨時収入　合計

業務活動収支

投
資
活
動
支
出

投
資
活
動
収
入

業
務
支
出

業
務
収
入
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一般会計等財務書類 
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（単位：百万円）

金　　額 金　　額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 143,324 固定負債 49,883
有形固定資産 134,756 地方債 41,752
事業用資産 68,424 長期未払金 -
土地 32,034 退職手当引当金 8,090
立木竹 2 損失補償等引当金 -
建物 80,516 その他 41
建物減価償却累計額 △ 46,192 流動負債 4,736
工作物 2,539 １年内償還予定地方債 3,970
工作物減価償却累計額 △ 1,607 未払金 2
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 559
航空機 - 預り金 196
航空機減価償却累計額 - その他 10
その他 - 54,619
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 1,133 固定資産等形成分 146,065

インフラ資産 65,944 余剰分（不足分） △ 52,493

土地 26,358

建物 8,010

建物減価償却累計額 △ 4,934

工作物 76,063

工作物減価償却累計額 △ 39,701

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 148

物品 3,357

物品減価償却累計額 △ 2,969

無形固定資産 190

ソフトウェア 189

その他 1

投資その他の資産 8,378

投資及び出資金 1,123

有価証券 190

出資金 932

その他 -

投資損失引当金 -

長期延滞債権 436

長期貸付金 8

基金 6,919

減債基金 607

その他 6,312

その他 -

徴収不能引当金 △ 109

流動資産 4,866

現金預金 1,996

未収金 162

短期貸付金 1

基金 2,739

財政調整基金 2,739

減債基金 -

棚卸資産 -

その他 -

徴収不能引当金 △ 33 93,572

148,191 148,191資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

一般会計等貸借対照表
（令和２年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目
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（単位：百万円）

金　　　額

経常費用 43,617

業務費用 21,113

人件費 7,880

職員給与費 6,233

賞与等引当金繰入額 559

退職手当引当金繰入額 594

その他 494

物件費等 12,603

物件費 8,711

維持補修費 420

減価償却費 3,472

その他 -

その他の業務費用 629

支払利息 276

徴収不能引当金繰入額 12

その他 341

移転費用 22,504

補助金等 6,950

社会保障給付 10,934

他会計への繰出金 4,569

その他 52

経常収益 1,091

使用料及び手数料 661

その他 430

純経常行政コスト 42,527

臨時損失 95

災害復旧事業費 -

資産除売却損 95

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 0

臨時利益 22

資産売却益 22

その他 -

純行政コスト 42,600

一般会計等行政コスト計算書
自　平成３１年　４月　１日
至　令和　２年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：百万円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 93,482 145,618 △ 52,136

純行政コスト（△） △ 42,600 △ 42,600

財源 42,541 42,541

税収等 29,615 29,615

国県等補助金 12,926 12,926

本年度差額 △ 59 △ 59

固定資産の変動（内部変動） 297 △ 297

有形固定資産等の増加 3,457 △ 3,457

有形固定資産等の減少 △ 3,508 3,508

貸付金・基金等の増加 1,545 △ 1,545

貸付金・基金等の減少 △ 1,197 1,197

資産評価差額 - -

無償所管換等 149 149

内部取引 - -

その他 △ 1 △ 1

本年度純資産変動額 89 446 △ 357

一般財源等充当調整額 - -

本年度末純資産残高 93,572 146,065 △ 52,493

一般会計等純資産変動計算書
自　平成３１年　４月　１日
至　令和　２年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：百万円）

金　　　額

【業務活動収支】

業務支出 40,070

業務費用支出 17,566

人件費支出 7,829

物件費等支出 9,131

支払利息支出 276

その他の支出 330

移転費用支出 22,504

補助金等支出 6,950

社会保障給付支出 10,934

他会計への繰出支出 4,569

その他の支出 52

業務収入 42,458

税収等収入 29,557

国県等補助金収入 11,811

使用料及び手数料収入 663

その他の収入 427

臨時支出 74

災害復旧事業費支出 -

その他の支出 74

臨時収入 -

業務活動収支 2,314

【投資活動収支】

投資活動支出 5,017

公共施設等整備費支出 3,490

基金積立金支出 856

投資及び出資金支出 -

貸付金支出 671

その他の支出 -

投資活動収入 2,348

国県等補助金収入 1,115

基金取崩収入 525

貸付金元金回収収入 671

資産売却収入 37

その他の収入 0

投資活動収支 △ 2,669

【財務活動収支】

財務活動支出 3,981

地方債償還支出 3,971

その他の支出 10

財務活動収入 3,879

地方債発行収入 3,879

その他の収入 -

財務活動収支 △ 102

本年度資金収支額 △ 457

一般財源等充当調整額 -

前年度末資金残高 2,258

本年度末資金残高 1,801

前年度末歳計外現金残高 199

本年度歳計外現金増減額 △ 4

本年度末歳計外現金残高 196

本年度末現金預金残高 1,996

一般会計等資金収支計算書
自　平成３１年　４月　１日
至　令和　２年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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 一般会計等財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）対象範囲（対象とする会計名） 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

扇町土地区画整理事業特別会計 

② 一般会計等の対象範囲のうち、扇町土地区画整理事業特別会計の宅地造成にかかる事業について

は、普通会計の対象範囲には含まれません。 

 

（２）作成基準日 

令和元年度を対象年度とし、令和２年３月 31日を基準日として作成しています。 

なお、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって基準日の計数としています。 

 

（３）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産 

有償で取得したもの･･････････････････････取得原価 

   無償で取得したもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、無償で移管を受けた道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

なお、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産 

有償で取得したもの･･････････････････････取得原価 

   無償で取得したもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

 

（４）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

ただし、市場価格があるもので、市場価格の下落率が 30％以上である場合は、市場価格として

います。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

ただし、株式については、株式会社の財政状態の悪化により実質価額が 30％以上低下した場合

は、実質価額としています。 

 

（５）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････定額法 

ただし、耐用年数の経過後は備忘価額１円としています。 

なお、減価償却累計額については、各有形固定資産の項目に対する控除項目として、減価償却累

計額の項目をもって表示しています（間接法）。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････定額法 

ただし、耐用年数の経過後は備忘価額の計上は行っていません。 

なお、減価償却累計額については、各無形固定資産の金額から直接控除し、その控除して得た額

を当該各無形固定資産の金額として表示しています（直接法）。 
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（６）引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額としています。 

② 賞与等引当金 

翌年度支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費のうち、本会計年度の期

間に対応する額としています。 

③ 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権について、過去５年間の徴収不能実績率に基づいて算出した額としてい

ます。 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体健全化法上、将来負担比率

の算定に含めた将来負担額としています。 

⑤ 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体及び会計に対するものについて、実質価額

が 30％以上低下した場合は、実質価額と取得価額との差額としています。 

 

（７）リース取引の処理方法 

通常の賃貸借取引として会計処理を行うリース取引については、下記のとおりとしています。 

① 所有権移転ファイナンス・リース取引のうち、リース契約１件あたりの契約総額が 300万円 

以下の取引 

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

③ オペレーティング・リース取引 

 

（８）資金収支計算書における資金の範囲 

歳計現金としています。 

ただし、歳計外現金については、資金収支計算書の欄外注記として表示するものとしています。 

なお、歳計現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

（９）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産とし

ています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

金額が 50万円未満であるときは修繕費として処理しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

該当する変更等はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

該当する事象はありません。 

 

４ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

② 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

実質赤字比率       なし 

連結実質赤字比率     なし 

実質公債費比率      5.6％ 

将来負担比率      27.2％ 

③ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額  109百万円 

④ 繰越事業に係る将来の支出予定額  484百万円 

⑤ 過年度修正等に関する事項 

該当する事項はありません。 
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（２）貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

売却が決定している、または、近い将来売却が予定されている普通財産の土地及び建物 

イ 内訳  なし 

② 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含ま

れることが見込まれる金額  45,462百万円 

③ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。 

標準財政規模                     28,146百万円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額   3,808百万円 

将来負担額                      63,943百万円 

充当可能基金額                    10,651百万円 

特定財源見込額                     1,206百万円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額     45,462百万円 

 

（３）純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

 純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（４）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支 

業務活動収支（支払利息支出を除く）           2,590百万円 

投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く） △2,338百万円 

基礎的財政収支                      252百万円 

② 既存の決算情報との関連性 
 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 ５０，７２６百万円 ４９，０２６百万円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 ２１７百万円 １１７百万円 

資金収支計算書 ５０，９４３百万円 ４９，１４３百万円 

地方自治法第 233 条第１項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対

し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決算書と資金収支計算

書は一部の特別会計（扇町土地区画整理事業特別会計）の分だけ相違します。 

 

③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

資金収支計算書 

業務活動収支            2,314百万円 

投資活動収入の国県等補助金収入   1,115百万円 

未収債権額の増加             62百万円 

未収債権額の減少             △16百万円 

未払債務額の増加           △2百万円 

未払債務額の減少            3百万円 

減価償却費            △3,472百万円 

賞与等引当金取崩額          556百万円 

賞与等引当金繰入額         △559百万円 

退職手当引当金取崩額         545百万円 

退職手当引当金繰入額        △594百万円 

徴収不能引当金繰入額         △12百万円 

資産売却益               22百万円 

資産除売却損             △21百万円 

純資産変動計算書の本年度差額      △59百万円 
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④ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額    5,800百万円 

一時借入金に係る利子額    0百万円 

⑤ 重要な非資金取引 

該当する重要な非資金取引はありません。 
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3
4
,
3
2
3
,
8
8
6

工
作

物
2
,
4
9
7
,
2
9
7

4
1
,
6
5
5

-
2
,
5
3
8
,
9
5
2

1
,
6
0
7
,
1
4
4

6
3
,
6
3
1

9
3
1
,
8
0
8

船
舶

-
-

-
-

-
-

-

浮
標

等
-

-
-

-
-

-
-

航
空

機
-

-
-

-
-

-
-

そ
の

他
-

-
-

-
-

-
-

建
設

仮
勘

定
1
,
0
4
0
,
7
5
3

2
,
2
9
2
,
6
6
2

2
,
2
0
0
,
8
2
6

1
,
1
3
2
,
5
8
9

-
-

1
,
1
3
2
,
5
8
9

イ
ン

フ
ラ

資
産

1
0
9
,
1
1
0
,
8
5
5

2
,
8
5
6
,
9
0
4

1
,
3
8
8
,
9
7
2

1
1
0
,
5
7
8
,
7
8
7

4
4
,
6
3
5
,
0
5
1

1
,
6
8
4
,
7
6
8

6
5
,
9
4
3
,
7
3
6

土
地

2
6
,
0
7
5
,
9
8
8

3
0
1
,
7
5
2

2
0
,
1
4
8

2
6
,
3
5
7
,
5
9
2

-
-

2
6
,
3
5
7
,
5
9
2

建
物

7
,
7
0
8
,
3
1
9

5
9
5
,
8
7
1

2
9
3
,
7
0
5

8
,
0
1
0
,
4
8
5

4
,
9
3
3
,
8
6
3

1
5
2
,
0
0
8

3
,
0
7
6
,
6
2
2

工
作

物
7
5
,
2
0
1
,
7
4
2

8
7
3
,
2
4
6

1
2
,
2
4
1

7
6
,
0
6
2
,
7
4
7

3
9
,
7
0
1
,
1
8
8

1
,
5
3
2
,
7
6
0

3
6
,
3
6
1
,
5
5
9

そ
の

他
-

-
-

-
-

-
-

建
設

仮
勘

定
1
2
4
,
8
0
6

1
,
0
8
6
,
0
3
5

1
,
0
6
2
,
8
7
9

1
4
7
,
9
6
3

-
-

1
4
7
,
9
6
3

物
品

3
,
3
5
5
,
6
9
7

1
2
3
,
7
3
9

1
2
2
,
4
0
0

3
,
3
5
7
,
0
3
5

2
,
9
6
8
,
6
8
4

7
7
,
4
0
1

3
8
8
,
3
5
1

2
2
6
,
8
3
3
,
9
7
1

9
,
4
1
8
,
2
8
0

6
,
0
9
2
,
9
5
5

2
3
0
,
1
5
9
,
2
9
7

9
5
,
4
0
2
,
9
1
8

3
,
3
9
4
,
5
9
7

1
3
4
,
7
5
6
,
3
7
9

①
有

形
固

定
資

産
の

明
細

令
和

２
年

　
３

月
３

１
日

現
在

区
　

　
　

　
　

　
　

分

合
計

決
算

対
象

年
度

：
 
令

和
元

年
度

会
計

　
　

　
　

：
 
一

般
会

計
等
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（
単

位
：

千
円

）

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全
教

育
福

祉
環

境
衛

生
産

業
振

興
消

防
総

務
警

察
そ

の
他

合
計

事
業

用
資

産
1
3
,
5
4
0
,
6
0
8

3
8
,
4
1
6
,
5
2
8

1
,
8
2
5
,
5
8
5

2
,
0
1
4
,
5
7
0

2
,
9
6
4
,
5
1
5

1
8
9
,
3
7
8

9
,
4
7
3
,
1
0
7

-
-

6
8
,
4
2
4
,
2
9
2

土
地

7
,
6
6
8
,
2
1
8

1
5
,
2
6
5
,
2
9
2

9
5
2
,
6
5
0

8
3
7
,
2
7
9

1
,
8
7
1
,
7
1
6

7
8
,
2
8
5

5
,
3
6
0
,
3
9
6

-
-

3
2
,
0
3
3
,
8
3
5

立
木

竹
-

-
-

-
-

-
2
,
1
7
3

-
-

2
,
1
7
3

建
物

5
,
7
8
1
,
4
5
5

2
1
,
2
3
8
,
2
1
1

8
4
6
,
2
6
1

1
,
1
7
7
,
2
9
1

1
,
0
8
3
,
0
0
5

1
0
6
,
3
3
3

4
,
0
9
1
,
3
2
9

-
-

3
4
,
3
2
3
,
8
8
6

工
作

物
7
6
,
1
7
2

7
9
5
,
1
9
9

2
6
,
6
7
4

-
9
,
7
9
4

4
,
7
6
0

1
9
,
2
0
9

-
-

9
3
1
,
8
0
8

船
舶

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

浮
標

等
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

航
空

機
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

そ
の

他
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

建
設

仮
勘

定
1
4
,
7
6
3

1
,
1
1
7
,
8
2
6

-
-

-
-

-
-

-
1
,
1
3
2
,
5
8
9

イ
ン

フ
ラ

資
産

5
8
,
5
8
9
,
0
4
7

6
5
,
4
0
9

2
4
,
2
7
4

5
4

7
,
2
4
8
,
5
9
6

1
6
,
3
5
7

-
-

-
6
5
,
9
4
3
,
7
3
6

土
地

2
6
,
1
5
7
,
4
4
5

3
5
,
8
5
4

2
4
,
2
7
4

5
4

1
3
7
,
5
7
9

2
,
3
8
6

-
-

-
2
6
,
3
5
7
,
5
9
2

建
物

3
,
0
4
7
,
6
3
0

2
8
,
6
2
4

0
-

0
3
6
7

-
-

-
3
,
0
7
6
,
6
2
2

工
作

物
2
9
,
2
4
1
,
3
8
9

9
3
0

-
-

7
,
1
0
5
,
6
3
6

1
3
,
6
0
3

-
-

-
3
6
,
3
6
1
,
5
5
9

そ
の

他
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

建
設

仮
勘

定
1
4
2
,
5
8
3

-
-

-
5
,
3
8
0

-
-

-
-

1
4
7
,
9
6
3

物
品

6
2
,
4
5
2

1
9
2
,
6
7
8

8
,
2
6
0

4
,
1
5
3

8
,
1
5
7

1
0
1
,
5
4
7

1
1
,
1
0
4

-
-

3
8
8
,
3
5
1

7
2
,
1
9
2
,
1
0
8

3
8
,
6
7
4
,
6
1
4

1
,
8
5
8
,
1
1
9

2
,
0
1
8
,
7
7
8

1
0
,
2
2
1
,
2
6
8

3
0
7
,
2
8
2

9
,
4
8
4
,
2
1
1

-
-

1
3
4
,
7
5
6
,
3
7
9

区
　

　
　

　
　

分

合
計

決
算

対
象

年
度

：
 
令

和
元

年
度

会
計

　
　

　
　

：
 
一

般
会

計
等

②
有

形
固

定
資

産
の

行
政

目
的

別
明

細

令
和

２
年

　
３

月
３

１
日

現
在
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③

投
資

及
び

出
資

金
の

明
細

市
場

価
格

の
あ

る
も

の
（
単

位
：
千

円
）

銘
柄

名
株

数
・
口

数
な

ど
（
A

）
時

価
単

価
（
B

）

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
A

）
×

（
B

)
（
C

)
取

得
単

価
（
D

)

取
得

原
価

（
A

）
×

（
D

)
（
E
)

評
価

差
額

（
C

）
－

（
E
)

（
F
)

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

合
計

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）
に

対
す

る
も

の
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
貸

借
対

照
表

計
上

額
）

（
A

)
資

産
（
B

)
負

債
（
C

)

純
資

産
額

（
B

）
－

（
C

)
（
D

)
資

本
金

（
E
)

出
資

割
合

（
％

）
（
A

）
/
（
E
)

（
F
)

実
質

価
額

（
D

)×
（
F
)

（
G

)

投
資

損
失

引
当

金
計

上
額

（
H

)

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

株
式

会
社

ま
ち

づ
く
り

会
津

2
9
,1

5
0

2
9
,1

5
0

会
津

若
松

地
方

水
道

用
水

供
給

事
業

出
資

金
4
4
8
,2

0
2

4
4
8
,2

0
2

公
益

財
団

法
人

会
津

若
松

文
化

振
興

財
団

出
損

金
2
1
0
,0

0
0

2
1
0
,0

0
0

一
般

財
団

法
人

会
津

若
松

市
勤

労
者

福
祉

サ
ー

ビ
ス

セ
ン

タ
ー

出
損

金
3
0
,0

0
0

3
0
,0

0
0

会
津

若
松

地
方

土
地

開
発

公
社

出
資

金
4
,1

5
0

4
,1

5
0

公
益

財
団

法
人

会
津

地
域

教
育

・
学

術
振

興
財

団
出

捐
金

8
1
,5

8
0

8
1
,5

8
0

合
計

8
0
3
,0

8
2

8
0
3
,0

8
2

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）
以

外
に

対
す

る
も

の
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
A

)
資

産
（
B

)
負

債
（
C

)

純
資

産
額

（
B

）
－

（
C

)
（
D

)
資

本
金

（
E
)

出
資

割
合

（
％

）
（
A

）
/
（
E
)

（
F
)

実
質

価
額

（
D

)×
（
F
)

（
G

)
強

制
評

価
減

（
H

)

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
Ａ

）
－

（
Ｈ

）
（
Ｉ）

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

株
式

会
社

福
島

中
央

テ
レ

ビ
1
,0

0
0

1
,0

0
0

1
,0

0
0

野
岩

鉄
道

株
式

会
社

1
8
,6

0
0

1
8
,6

0
0

1
8
,6

0
0

会
津

鉄
道

株
式

会
社

1
3
4
,9

0
0

1
3
4
,9

0
0

1
3
4
,9

0
0

株
式

会
社

福
島

県
食

肉
流

通
セ

ン
タ

ー
4
,2

7
0

4
,2

7
0

4
,2

7
0

株
式

会
社

エ
フ

エ
ム

会
津

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

株
式

会
社

東
京

電
力

出
資

金
1

1
1

会
津

磐
梯

カ
ン

ト
リ

ー
ク

ラ
ブ

出
資

金
4
0
0

4
0
0

4
0
0

株
式

会
社

ラ
ジ

オ
福

島
5
0

5
0

5
0

福
島

県
土

地
改

良
事

業
団

体
連

合
会

出
資

金
3
,9

5
0

3
,9

5
0

3
,9

5
0

公
益

社
団

法
人

ふ
く
し

ま
緑

の
森

づ
く
り

公
社

出
資

金
4
0
0

4
0
0

4
0
0

会
津

若
松

地
方

森
林

組
合

出
資

金
8
,8

1
1

8
,8

1
1

8
,8

1
1

公
益

社
団

法
人

福
島

県
畜

産
振

興
協

会
出

資
金

3
0
0

3
0
0

3
0
0

公
益

社
団

法
人

福
島

県
森

林
・
林

業
・
緑

化
協

会
出

資
金

6
6

6
6

6
6

公
益

社
団

法
人

福
島

県
私

学
振

興
会

出
資

金
1
,4

4
0

1
,4

4
0

1
,4

4
0

公
益

財
団

法
人

福
島

県
総

合
社

会
福

祉
基

金
出

資
金

1
1
,9

0
7

1
1
,9

0
7

1
1
,9

0
7

福
島

県
予

防
接

種
事

業
振

興
基

金
出

資
金

6
9
0

6
9
0

6
9
0

福
島

県
農

業
信

用
基

金
協

会
出

捐
金

3
,4

4
0

3
,4

4
0

3
,4

4
0

福
島

県
信

用
保

証
協

会
出

捐
金

7
0
,2

9
0

7
0
,2

9
0

7
0
,2

9
0

公
益

財
団

法
人

福
島

県
青

少
年

会
館

出
捐

金
1
9
5

1
9
5

1
9
5

一
般

財
団

法
人

ふ
く
し

ま
市

町
村

支
援

機
構

出
捐

金
5
5
5

5
5
5

5
5
5

公
益

財
団

法
人

福
島

県
文

化
振

興
財

団
出

捐
金

5
,6

0
2

5
,6

0
2

5
,6

0
2

一
般

財
団

法
人

リ
バ

ー
フ

ロ
ン

ト
整

備
セ

ン
タ

ー
出

捐
金

1
,0

0
0

1
,0

0
0

1
,0

0
0

公
益

財
団

法
人

福
島

県
臓

器
移

植
推

進
財

団
出

捐
金

2
8
5

2
8
5

2
8
5

公
益

財
団

法
人

福
島

県
暴

力
追

放
運

動
推

進
セ

ン
タ

ー
出

捐
金

3
,3

0
5

3
,3

0
5

3
,3

0
5

一
般

財
団

法
人

砂
防

フ
ロ

ン
テ

ィ
ア

整
備

推
進

機
構

出
捐

金
1
0
0

1
0
0

1
0
0

公
益

社
団

法
人

福
島

県
森

林
・
林

業
・
緑

化
協

会
き

の
こ

振
興

セ
ン

タ
ー

出
捐

金
4
,2

0
0

4
,2

0
0

4
,2

0
0

社
会

福
祉

法
人

会
津

療
育

会
出

捐
金

3
0
,5

0
0

3
0
,5

0
0

3
0
,5

0
0

一
般

財
団

法
人

ふ
く
し

ま
建

築
住

宅
セ

ン
タ

ー
出

捐
金

5
0
0

5
0
0

5
0
0

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

出
資

金
1
1
,0

0
0

1
1
,0

0
0

1
1
,0

0
0

合
計

3
1
9
,7

5
7

3
1
9
,7

5
7

3
1
9
,7

5
7
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④

基
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

財
政

調
整

基
金

2
,7

3
9
,1

7
2

2
,7

3
9
,1

7
2

2
,7

3
9
,1

7
2

減
債

基
金

6
0
6
,6

3
8

6
0
6
,6

3
8

6
0
6
,6

3
8

庁
舎

整
備

基
金

4
,1

9
2
,7

4
3

4
,1

9
2
,7

4
3

4
,1

9
2
,7

4
3

国
際

的
ふ

る
さ

と
会

津
創

生
基

金
1
9
5
,6

0
9

1
9
5
,6

0
9

1
9
5
,6

0
9

奨
学

資
金

給
与

基
金

2
2
,5

6
3

2
2
,5

6
3

2
2
,5

6
3

社
会

福
祉

基
金

5
8
,7

5
6

5
8
,7

5
6

5
8
,7

5
6

郷
土

研
究

奨
励

基
金

9
,8

5
6

9
,8

5
6

9
,8

5
6

遠
藤

惠
也

図
書

購
入

基
金

1
0
,0

1
5

1
0
,0

1
5

1
0
,0

1
5

院
内

御
廟

整
備

基
金

9
,1

3
1

9
,1

3
1

9
,1

3
1

ふ
る

さ
と

・
水

と
土

保
全

基
金

6
4
4

6
4
4

6
4
4

河
東

地
域

ふ
る

さ
と

創
生

基
金

7
,5

7
9

7
,5

7
9

7
,5

7
9

板
橋

好
雄

奨
学

資
金

貸
与

基
金

5
,1

6
9

6
,7

1
8

1
1
,8

8
7

1
1
,8

8
7

公
共

施
設

維
持

整
備

等
基

金
5
8
6
,2

5
5

5
8
6
,2

5
5

5
8
6
,2

5
5

ふ
る

さ
と

寄
附

金
基

金
2
7
,0

8
2

2
7
,0

8
2

2
4
,0

8
2

子
ど

も
未

来
基

金
4
7
,7

9
0

4
7
,7

9
0

4
7
,7

9
0

ま
ち

の
拠

点
整

備
等

基
金

1
,1

2
8
,1

1
3

1
,1

2
8
,1

1
3

1
,1

2
8
,1

1
3

森
林

環
境

基
金

4
,0

7
9

4
,0

7
9

4
,0

7
9

合
計

9
,6

5
1
,1

9
5

-
-

6
,7

1
8

9
,6

5
7
,9

1
3

9
,6

5
4
,9

1
3

(参
考

)財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額
種

類
現

金
預

金
有

価
証

券
土

地
そ

の
他

合
計

(貸
借

対
照

表
計

上
額

)
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⑤
貸

付
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

　
　

災
害

援
護

資
金

貸
付

金
8
,5

0
0

-
1
,3

7
8

-
9
,8

7
8

合
計

8
,5

0
0

-
1
,3

7
8

-
9
,8

7
8

相
手

先
名

ま
た

は
種

別

長
期

貸
付

金
短

期
貸

付
金

（
参

考
）

貸
付

金
計
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⑥
長

期
延

滞
債

権
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

⑦
未

収
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額
相

手
先

名
ま

た
は

種
別

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

【
未

収
金

】
【
未

収
金

】

税
等

未
収

金
税

等
未

収
金

個
人

住
民

税
7
0
,0

6
8

4
,1

2
0

個
人

住
民

税
5
1
,0

5
6

3
,0

0
2

法
人

住
民

税
6
,5

8
8

1
,7

0
5

法
人

住
民

税
3
,2

5
7

8
4
3

固
定

資
産

税
2
3
1
,1

6
9

7
0
,9

3
1

固
定

資
産

税
8
2
,6

2
3

2
5
,3

5
2

軽
自

動
車

税
6
,3

4
8

1
,4

4
2

軽
自

動
車

税
3
,4

0
7

7
7
4

入
湯

税
5
,1

2
1

-

そ
の

他
の

未
収

金
そ

の
他

の
未

収
金

分
担

金
及

び
負

担
金

2
,0

0
7

1
0
3

分
担

金
及

び
負

担
金

3
,3

2
1

4
7
4

使
用

料
及

び
手

数
料

2
3
,7

1
9

1
,1

7
6

使
用

料
及

び
手

数
料

4
,4

0
9

4
9
5

財
産

収
入

1
4
1

-
財

産
収

入
3
0
3

-

諸
収

入
9
6
,4

2
9

2
9
,0

8
6

諸
収

入
8
,8

9
9

2
,0

3
7

合
計

4
3
6
,4

7
0

1
0
8
,5

6
3

合
計

1
6
2
,3

9
5

3
2
,9

7
7
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（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

う
ち

1
年

内
償

還
予

定
う

ち
共

同
発

行
債

う
ち

住
民

公
募

債

【
通

常
分

】

　
　

一
般

公
共

事
業

2
,5

4
9
,1

9
1

3
0
7
,1

1
1

1
,8

7
2
,0

1
4

3
3
5
,3

9
6

1
2
2
,5

3
8

4
3
,9

4
5

-
-

-
1
7
5
,3

0
0

　
　

公
営

住
宅

建
設

1
,6

0
0
,9

7
3

1
5
1
,4

1
2

6
4
9
,9

2
2

7
9
5
,7

7
5

6
2
,0

0
2

9
3
,2

7
5

-
-

-
-

　
　

災
害

復
旧

2
7
,5

6
2

5
,7

3
5

2
7
,5

6
2

-
-

-
-

-
-

-

　
　

教
育

・
福

祉
施

設
3
,2

9
7
,3

7
7

2
5
7
,3

2
5

2
,1

8
0
,8

6
2

2
5
3
,3

0
0

3
3
3
,7

7
5

5
2
9
,4

4
0

-
-

-
-

　
　

一
般

単
独

事
業

1
4
,4

0
2
,4

9
4

1
,2

4
5
,4

2
0

1
6
8
,3

2
0

1
1
,2

4
9
,4

2
2

4
6
6
,8

7
5

3
4
1
,8

3
1

-
-

-
2
,1

7
6
,0

4
6

　
　

そ
の

他
3
,0

3
9
,8

7
6

3
5
2
,5

1
3

1
6
4
,4

7
1

8
0
9
,2

4
0

-
-

-
-

-
2
,0

6
6
,1

6
5

【
特

別
分

】

　
　

臨
時

財
政

対
策

債
2
0
,4

5
0
,7

7
7

1
,5

6
0
,5

9
2

1
2
,3

6
8
,7

7
8

8
,0

1
7
,8

3
7

-
6
4
,1

6
2

-
-

-
-

　
　

減
税

補
て

ん
債

2
9
8
,0

9
2

7
9
,9

6
0

2
9
8
,0

9
2

-
-

-
-

-
-

-

　
　

退
職

手
当

債
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

　
　

そ
の

他
5
4
,9

4
5

9
,6

2
2

-
-

-
1
5
,8

2
5

-
-

-
3
9
,1

2
0

合
計

4
5
,7

2
1
,2

8
7

3
,9

6
9
,6

9
0

1
7
,7

3
0
,0

2
1

2
1
,4

6
0
,9

6
9

9
8
5
,1

9
0

1
,0

8
8
,4

7
6

-
-

-
4
,4

5
6
,6

3
1

市
場

公
募

債
そ

の
他

種
類

地
方

債
残

高
政

府
資

金
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
市

中
銀

行
そ

の
他

の
金

融
機

関
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②

地
方

債
（
利

率
別

）
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

4
5
,7

2
1
,2

8
7

4
1
,3

9
6
,9

9
3

3
,5

7
8
,3

9
6

5
6
5
,5

6
7

7
4
,8

2
3

6
3
,8

5
8

1
0
,9

7
5

3
0
,6

7
6

0
.5

3
%

③
地

方
債

（
返

済
期

間
別

）
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

4
5
,7

2
1
,2

8
7

3
,9

6
9
,6

9
0

4
,0

8
1
,1

1
3

4
,2

0
8
,0

3
1

4
,1

1
6
,9

7
0

3
,8

8
0
,5

6
1

1
5
,0

2
6
,7

4
0

7
,3

2
2
,3

2
9

2
,4

8
7
,2

5
4

6
2
8
,5

9
9

④
特

定
の

契
約

条
項

が
付

さ
れ

た
地

方
債

の
概

要
（
単

位
：
千

円
）

地
方

債
残

高
１

年
以

内
１

年
超

２
年

以
内

２
年

超
３

年
以

内
３

年
超

４
年

以
内

４
年

超
５

年
以

内

地
方

債
残

高
1
.5

％
以

下
1
.5

％
超

2
.0

％
以

下
2
.0

％
超

2
.5

％
以

下
2
.5

％
超

3
.0

％
以

下
3
.0

％
超

3
.5

％
以

下

特
定

の
契

約
条

項
が

付
さ

れ
た

地
方

債
残

高
契

約
条

項
の

概
要

3
.5

％
超

4
.0

％
以

下
4
.0

％
超

（
参

考
）

加
重

平
均

利
率

５
年

超
1
0
年

以
内

1
0
年

超
1
5
年

以
内

1
5
年

超
2
0
年

以
内

2
0
年

超



 44 

⑤
引

当
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

目
的

使
用

そ
の

他

徴
収

不
能

引
当

金
1
4
2
,2

8
1

1
2
,3

4
7

1
3
,0

8
7

-
1
4
1
,5

4
0

投
資

損
失

引
当

金
-

-
-

-
-

退
職

手
当

引
当

金
8
,0

4
1
,4

9
2

5
9
4
,0

0
4

5
4
5
,5

1
4

-
8
,0

8
9
,9

8
2

損
失

補
償

等
引

当
金

-
-

-
-

-

賞
与

等
引

当
金

5
5
5
,9

9
6

5
5
8
,9

1
9

5
5
5
,9

9
6

-
5
5
8
,9

1
9

合
計

8
,7

3
9
,7

6
9

1
,1

6
5
,2

7
0

1
,1

1
4
,5

9
7

-
8
,7

9
0
,4

4
2

区
分

前
年

度
末

残
高

本
年

度
増

加
額

本
年

度
減

少
額

本
年

度
末

残
高
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２

．
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

（
１

）
補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

名
称

相
手

先
金

額
支

出
目

的

保
育

所
等

整
備

交
付

金
社

会
福

祉
法

人
  

会
津

若
松

保
育

協
会

　
他

2
1
4
,3

0
8

福
祉

認
定

こ
ど

も
園

施
設

整
備

交
付

金
学

校
法

人
若

松
幼

稚
園

9
8
,1

9
0

福
祉

給
水

施
設

等
整

備
費

補
助

金
崎

川
浜

給
水

施
設

水
道

組
合

　
他

9
3
,3

8
3

環
境

衛
生

地
域

医
療

介
護

総
合

確
保

基
金

事
業

補
助

金
会

津
医

療
生

活
協

同
組

合
　

他
7
8
,4

0
0

福
祉

安
心

こ
ど

も
基

金
特

別
対

策
事

業
補

助
金

学
校

法
人

ザ
ベ

リ
オ

学
園

3
6
,2

9
7

福
祉

日
橋

川
橋

橋
梁

補
修

工
事

負
担

金
磐

梯
町

2
7
,2

8
5

生
活

イ
ン

フ
ラ

・国
土

保
全

ス
マ

ー
ト

ア
グ

リ
導

入
支

援
事

業
補

助
金

対
象

者
2
4
,0

0
0

産
業

振
興

絆
建

設
事

業
補

助
金

社
会

福
祉

法
人

　
桜

ケ
岡

福
祉

会
2
2
,0

1
4

福
祉

ス
マ

ー
ト

ア
グ

リ
実

証
事

業
補

助
金

農
事

組
合

法
人

　
会

津
ひ

ら
つ

か
農

園
　

他
2
0
,6

4
0

産
業

振
興

会
津

敬
愛

苑
建

設
事

業
補

助
金

社
会

福
祉

法
人

　
千

桜
会

1
8
,2

0
2

福
祉

そ
の

他
1
5
1
,5

0
6

計
7
8
4
,2

2
5

会
津

若
松

地
方

広
域

市
町

村
圏

整
備

組
合

消
防

費
負

担
金

会
津

若
松

地
方

広
域

市
町

村
圏

整
備

組
合

1
,5

0
8
,4

8
6

消
防

後
期

高
齢

者
医

療
療

養
給

付
費

負
担

金
福

島
県

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
1
,1

7
8
,2

2
9

福
祉

会
津

若
松

地
方

広
域

市
町

村
圏

整
備

組
合

衛
生

費
負

担
金

会
津

若
松

地
方

広
域

市
町

村
圏

整
備

組
合

9
8
2
,4

0
5

環
境

衛
生

特
別

保
育

事
業

補
助

金
若

松
第

三
保

育
園

　
他

3
6
2
,5

9
5

福
祉

会
津

地
方

市
町

村
電

子
計

算
機

管
理

運
営

協
議

会
負

担
金

会
津

地
方

市
町

村
電

子
計

算
機

管
理

運
営

協
議

会
2
8
2
,5

1
3

総
務

用
地

取
得

助
成

金
ヒ

メ
ジ

理
化

　
株

式
会

社
　

他
2
5
9
,5

0
2

産
業

振
興

多
面

的
機

能
支

払
交

付
金

赤
井

あ
す

な
ろ

会
　

他
1
8
7
,7

9
5

産
業

振
興

会
津

ま
つ

り
協

会
負

担
金

会
津

ま
つ

り
協

会
8
0
,6

3
5

産
業

振
興

会
津

若
松

地
方

広
域

市
町

村
圏

整
備

組
合

負
担

金
会

津
若

松
地

方
広

域
市

町
村

圏
整

備
組

合
8
0
,3

5
3

総
務

地
域

福
祉

活
動

推
進

事
業

補
助

金
（
福

）
会

津
若

松
市

社
会

福
祉

協
議

会
7
6
,4

0
0

福
祉

そ
の

他
1
,1

6
7
,0

3
4

計
6
,1

6
5
,9

4
8

6
,9

5
0
,1

7
4

区
分

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等

整
備

補
助

金
等

(所
有

外
資

産
分

)

そ
の

他
の

補
助

金
等

合
計
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（
単

位
：

千
円

）

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全
教

育
福

祉
環

境
衛

生
産

業
振

興
消

防
総

務
警

察
そ
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他

合
計

経
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,
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0
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-

4
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0
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務
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4
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1
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0
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,
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-
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-
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-
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細
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（単位：百万円）

金　　額 金　　額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 176,218 固定負債 65,035
有形固定資産 164,971 地方債等 52,227
事業用資産 70,308 長期未払金 -
土地 33,577 退職手当引当金 8,550
立木竹 2 損失補償等引当金 -
建物 83,390 その他 4,258
建物減価償却累計額 △ 48,876 流動負債 6,031
工作物 2,709 １年内償還予定地方債等 4,649
工作物減価償却累計額 △ 1,626 未払金 388
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 616
航空機 - 預り金 212
航空機減価償却累計額 - その他 165
その他 - 71,066
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 1,133 固定資産等形成分 178,959

インフラ資産 91,571 余剰分（不足分） △ 65,209
土地 26,509 他団体出資等分 -

建物 9,707

建物減価償却累計額 △ 5,457

工作物 121,330

工作物減価償却累計額 △ 61,017

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 498

物品 8,983

物品減価償却累計額 △ 5,891

無形固定資産 908

ソフトウェア 278

その他 629

投資その他の資産 10,340

投資及び出資金 1,153

有価証券 190

出資金 962

その他 -

投資損失引当金 -

長期延滞債権 1,092

長期貸付金 28

基金 8,299

減債基金 607

その他 7,692

その他 -

徴収不能引当金 △ 232

流動資産 8,598

現金預金 4,866

未収金 1,018

短期貸付金 1

基金 2,739

財政調整基金 2,739

減債基金 -

棚卸資産 26

その他 34

徴収不能引当金 △ 87

繰延資産 - 113,750

184,816 184,816資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

全体貸借対照表
（令和２年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目
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（単位：百万円）

金　　　額

経常費用 67,581

業務費用 25,349

人件費 8,622

職員給与費 6,850

賞与等引当金繰入額 612

退職手当引当金繰入額 623

その他 537

物件費等 15,713

物件費 10,401

維持補修費 531

減価償却費 4,781

その他 0

その他の業務費用 1,014

支払利息 453

徴収不能引当金繰入額 41

その他 520

移転費用 42,233

補助金等 30,193

社会保障給付 10,957

他会計への繰出金 1,019

その他 64

経常収益 4,200

使用料及び手数料 3,501

その他 699

純経常行政コスト 63,381

臨時損失 96

災害復旧事業費 -

資産除売却損 95

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 1

臨時利益 23

資産売却益 22

その他 1

純行政コスト 63,454

全体行政コスト計算書
自　平成３１年　４月　１日
至　令和　２年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：百万円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 113,428 178,900 △ 65,473 -

純行政コスト（△） △ 63,454 △ 63,454 -

財源 63,594 63,594 -

税収等 38,033 38,033 -

国県等補助金 25,560 25,560 -

本年度差額 139 139 -

固定資産の変動（内部変動） △ 134 134

有形固定資産等の増加 4,349 △ 4,349

有形固定資産等の減少 △ 4,848 4,848

貸付金・基金等の増加 1,821 △ 1,821

貸付金・基金等の減少 △ 1,456 1,456

資産評価差額 - -

無償所管換等 193 193

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 - -

比例連結割合変更に伴う差額 - -

その他 △ 10 △ 10

本年度純資産変動額 322 58 264 -

本年度末純資産残高 113,750 178,959 △ 65,209 -

全体純資産変動計算書
自　平成３１年　４月　１日
至　令和　２年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：百万円）

金　　　額

【業務活動収支】

業務支出 62,793

業務費用支出 20,561

人件費支出 8,540

物件費等支出 11,081

支払利息支出 453

その他の支出 488

移転費用支出 42,232

補助金等支出 30,192

社会保障給付支出 10,957

他会計への繰出支出 1,019

その他の支出 64

業務収入 66,217

税収等収入 37,853

国県等補助金収入 24,354

使用料及び手数料収入 3,382

その他の収入 628

臨時支出 75

災害復旧事業費支出 -

その他の支出 75

臨時収入 2

業務活動収支 3,351

【投資活動収支】

投資活動支出 6,225

公共施設等整備費支出 4,453

基金積立金支出 1,102

投資及び出資金支出 -

貸付金支出 671

その他の支出 -

投資活動収入 2,625

国県等補助金収入 1,141

基金取崩収入 776

貸付金元金回収収入 671

資産売却収入 37

その他の収入 0

投資活動収支 △ 3,599

【財務活動収支】

財務活動支出 4,666

地方債等償還支出 4,656

その他の支出 10

財務活動収入 4,467

地方債等発行収入 4,466

その他の収入 1

財務活動収支 △ 200

本年度資金収支額 △ 448

前年度末資金残高 5,119

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 4,671

前年度末歳計外現金残高 199

本年度歳計外現金増減額 △ 4

本年度末歳計外現金残高 196

本年度末現金預金残高 4,866

全体資金収支計算書
自　平成３１年　４月　１日
至　令和　２年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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全体財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）対象範囲（対象とする会計名） 

① 全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計等 

水道事業会計 

国民健康保険特別会計 

観光施設事業特別会計 

地方卸売市場事業特別会計 

介護保険特別会計 

三本松地区宅地整備事業特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

② 地方公営企業法の財務規定等が適用されていない地方公営企業会計のうち、当該規定等の適用に

向けた作業に着手しているもの（平成 29 年度までに着手かつ集中取組期間内に当該規定等を適用

するもの）については、全体財務書類の対象外としています。したがって、一般会計等における他

会計への繰出金等が内部相殺されない場合があります。 

  湊町簡易水道事業特別会計   企業債残高       17百万円 

                 他会計繰入金      3百万円 

西田面簡易水道事業特別会計  企業債残高       17百万円 

下水道事業特別会計      企業債残高     16,162百万円 

                 他会計繰入金     674百万円 

農業集落排水事業特別会計   企業債残高     1,940百万円 

                 他会計繰入金     203百万円 

個別生活排水事業特別会計   企業債残高     1,115百万円 

                 他会計繰入金     138百万円 

 

（２）作成基準日 

令和元年度を対象年度とし、令和２年３月 31日を基準日として作成しています。 

また、出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了

した後の計数をもって基準日の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間に

現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

（３）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産 

有償で取得したもの･･････････････････････取得原価 

   無償で取得したもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、無償で移管を受けた道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

なお、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産 

有償で取得したもの･･････････････････････取得原価 

   無償で取得したもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

  なお、水道事業会計においては、原則取得原価としています。 
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（４）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

ただし、市場価格があるもので、市場価格の下落率が 30％以上である場合は、市場価格として

います。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

ただし、株式については、株式会社の財政状態の悪化により実質価額が 30％以上低下した場合

は、実質価額としています。 

 

（５）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････定額法 

ただし、耐用年数の経過後は備忘価額１円としています。また、水道事業会計の量水器は取替法

によっております。 

なお、減価償却累計額については、各有形固定資産の項目に対する控除項目として、減価償却累

計額の項目をもって表示しています（間接法）。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････定額法 

ただし、耐用年数の経過後は備忘価額の計上は行っていません。 

なお、減価償却累計額については、各無形固定資産の金額から直接控除し、その控除して得た額

を当該各無形固定資産の金額として表示しています（直接法）。 

 

（６）引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額としています。 

② 賞与等引当金 

翌年度支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費のうち、本会計年度の期

間に対応する額としています。 

③ 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権について、過去５年間の徴収不能実績率等に基づいて算出した額として

います。 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体健全化法上、将来負担比率

の算定に含めた将来負担額としています。 

⑤ 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体及び会計に対するものについて、実質価額

が 30％以上低下した場合は、実質価額と取得価額との差額としています。 

 

（７）リース取引の処理方法 

通常の賃貸借取引として会計処理を行うリース取引については、下記のとおりとしています。 

① 所有権移転ファイナンス・リース取引のうち、リース契約１件あたりの契約総額が 300万円 

以下の取引 

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

③ オペレーティング・リース取引 

 

（８）資金収支計算書における資金の範囲 

歳計現金としています。 

ただし、歳計外現金については、資金収支計算書の欄外注記として表示するものとしています。 

なお、歳計現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

（９）消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

   ただし、水道事業会計については、税抜方式によっています。 
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２ 重要な会計方針の変更等 

該当する変更等はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

該当する事象はありません。 

 

４ 追加情報 

（１）表示単位未満の取扱い 

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

（２）売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

売却が決定している、または、近い将来売却が予定されている普通財産の土地及び建物 

イ 内訳 なし 
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-

1
6
4
,
9
7
0
,
8
6
7

区
　

　
　

　
　

分

合
計

決
算

対
象

年
度

：
 
令

和
元

年
度

会
計

　
　

　
　

：
 
全

体

②
有

形
固

定
資

産
の

行
政

目
的

別
明

細

令
和
２
年
　
３
月
３
１
日
現
在
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③

投
資

及
び

出
資

金
の

明
細

市
場

価
格

の
あ

る
も

の
（
単

位
：
千

円
）

銘
柄

名
株

数
・
口

数
な

ど
（
A

）
時

価
単

価
（
B

）

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
A

）
×

（
B

)
（
C

)
取

得
単

価
（
D

)

取
得

原
価

（
A

）
×

（
D

)
（
E
)

評
価

差
額

（
C

）
－

（
E
)

（
F
)

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

合
計

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）
に

対
す

る
も

の
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
貸

借
対

照
表

計
上

額
）

（
A

)
資

産
（
B

)
負

債
（
C

)

純
資

産
額

（
B

）
－

（
C

)
（
D

)
資

本
金

（
E
)

出
資

割
合

（
％

）
（
A

）
/
（
E
)

（
F
)

実
質

価
額

（
D

)×
（
F
)

（
G

)

投
資

損
失

引
当

金
計

上
額

（
H

)

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

株
式

会
社

ま
ち

づ
く
り

会
津

2
9
,1

5
0

2
9
,1

5
0

会
津

若
松

地
方

水
道

用
水

供
給

事
業

出
資

金
4
4
8
,2

0
2

4
4
8
,2

0
2

公
益

財
団

法
人

会
津

若
松

文
化

振
興

財
団

出
損

金
2
1
0
,0

0
0

2
1
0
,0

0
0

一
般

財
団

法
人

会
津

若
松

市
勤

労
者

福
祉

サ
ー

ビ
ス

セ
ン

タ
ー

出
損

金
3
0
,0

0
0

3
0
,0

0
0

会
津

若
松

地
方

土
地

開
発

公
社

出
資

金
4
,1

5
0

4
,1

5
0

公
益

財
団

法
人

会
津

地
域

教
育

・
学

術
振

興
財

団
出

捐
金

8
1
,5

8
0

8
1
,5

8
0

一
般

財
団

法
人

会
津

若
松

観
光

ビ
ュ

ー
ロ

ー
出

損
金

3
0
,0

0
0

3
0
,0

0
0

合
計

8
3
3
,0

8
2

8
3
3
,0

8
2

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）
以

外
に

対
す

る
も

の
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
A

)
資

産
（
B

)
負

債
（
C

)

純
資

産
額

（
B

）
－

（
C

)
（
D

)
資

本
金

（
E
)

出
資

割
合

（
％

）
（
A

）
/
（
E
)

（
F
)

実
質

価
額

（
D

)×
（
F
)

（
G

)
強

制
評

価
減

（
H

)

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
Ａ

）
－

（
Ｈ

）
（
Ｉ）

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

株
式

会
社

福
島

中
央

テ
レ

ビ
1
,0

0
0

1
,0

0
0

1
,0

0
0

野
岩

鉄
道

株
式

会
社

1
8
,6

0
0

1
8
,6

0
0

1
8
,6

0
0

会
津

鉄
道

株
式

会
社

1
3
4
,9

0
0

1
3
4
,9

0
0

1
3
4
,9

0
0

株
式

会
社

福
島

県
食

肉
流

通
セ

ン
タ

ー
4
,2

7
0

4
,2

7
0

4
,2

7
0

株
式

会
社

エ
フ

エ
ム

会
津

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

株
式

会
社

東
京

電
力

出
資

金
1

1
1

会
津

磐
梯

カ
ン

ト
リ

ー
ク

ラ
ブ

出
資

金
4
0
0

4
0
0

4
0
0

株
式

会
社

ラ
ジ

オ
福

島
5
0

5
0

5
0

福
島

県
土

地
改

良
事

業
団

体
連

合
会

出
資

金
3
,9

5
0

3
,9

5
0

3
,9

5
0

公
益

社
団

法
人

ふ
く
し

ま
緑

の
森

づ
く
り

公
社

出
資

金
4
0
0

4
0
0

4
0
0

会
津

若
松

地
方

森
林

組
合

出
資

金
8
,8

1
1

8
,8

1
1

8
,8

1
1

公
益

社
団

法
人

福
島

県
畜

産
振

興
協

会
出

資
金

3
0
0

3
0
0

3
0
0

公
益

社
団

法
人

福
島

県
森

林
・
林

業
・
緑

化
協

会
出

資
金

6
6

6
6

6
6

公
益

社
団

法
人

福
島

県
私

学
振

興
会

出
資

金
1
,4

4
0

1
,4

4
0

1
,4

4
0

公
益

財
団

法
人

福
島

県
総

合
社

会
福

祉
基

金
出

資
金

1
1
,9

0
7

1
1
,9

0
7

1
1
,9

0
7

福
島

県
予

防
接

種
事

業
振

興
基

金
出

資
金

6
9
0

6
9
0

6
9
0

福
島

県
農

業
信

用
基

金
協

会
出

捐
金

3
,4

4
0

3
,4

4
0

3
,4

4
0

福
島

県
信

用
保

証
協

会
出

捐
金

7
0
,2

9
0

7
0
,2

9
0

7
0
,2

9
0

公
益

財
団

法
人

福
島

県
青

少
年

会
館

出
捐

金
1
9
5

1
9
5

1
9
5

一
般

財
団

法
人

ふ
く
し

ま
市

町
村

支
援

機
構

出
捐

金
5
5
5

5
5
5

5
5
5

公
益

財
団

法
人

福
島

県
文

化
振

興
財

団
出

捐
金

5
,6

0
2

5
,6

0
2

5
,6

0
2

一
般

財
団

法
人

リ
バ

ー
フ

ロ
ン

ト
整

備
セ

ン
タ

ー
出

捐
金

1
,0

0
0

1
,0

0
0

1
,0

0
0

公
益

財
団

法
人

福
島

県
臓

器
移

植
推

進
財

団
出

捐
金

2
8
5

2
8
5

2
8
5

公
益

財
団

法
人

福
島

県
暴

力
追

放
運

動
推

進
セ

ン
タ

ー
出

捐
金

3
,3

0
5

3
,3

0
5

3
,3

0
5

一
般

財
団

法
人

砂
防

フ
ロ

ン
テ

ィ
ア

整
備

推
進

機
構

出
捐

金
1
0
0

1
0
0

1
0
0

公
益

社
団

法
人

福
島

県
森

林
・
林

業
・
緑

化
協

会
き

の
こ

振
興

セ
ン

タ
ー

出
捐

金
4
,2

0
0

4
,2

0
0

4
,2

0
0

社
会

福
祉

法
人

会
津

療
育

会
出

捐
金

3
0
,5

0
0

3
0
,5

0
0

3
0
,5

0
0

一
般

財
団

法
人

ふ
く
し

ま
建

築
住

宅
セ

ン
タ

ー
出

捐
金

5
0
0

5
0
0

5
0
0

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

出
資

金
1
1
,0

0
0

1
1
,0

0
0

1
1
,0

0
0

合
計

3
1
9
,7

5
7

3
1
9
,7

5
7

3
1
9
,7

5
7
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④

基
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

財
政

調
整

基
金

2
,7

3
9
,1

7
2

2
,7

3
9
,1

7
2

2
,7

3
9
,1

7
2

減
債

基
金

6
0
6
,6

3
8

6
0
6
,6

3
8

6
0
6
,6

3
8

庁
舎

整
備

基
金

4
,1

9
2
,7

4
3

4
,1

9
2
,7

4
3

4
,1

9
2
,7

4
3

国
際

的
ふ

る
さ

と
会

津
創

生
基

金
1
9
5
,6

0
9

1
9
5
,6

0
9

1
9
5
,6

0
9

奨
学

資
金

給
与

基
金

2
2
,5

6
3

2
2
,5

6
3

2
2
,5

6
3

社
会

福
祉

基
金

5
8
,7

5
6

5
8
,7

5
6

5
8
,7

5
6

郷
土

研
究

奨
励

基
金

9
,8

5
6

9
,8

5
6

9
,8

5
6

遠
藤

惠
也

図
書

購
入

基
金

1
0
,0

1
5

1
0
,0

1
5

1
0
,0

1
5

院
内

御
廟

整
備

基
金

9
,1

3
1

9
,1

3
1

9
,1

3
1

ふ
る

さ
と

・
水

と
土

保
全

基
金

6
4
4

6
4
4

6
4
4

河
東

地
域

ふ
る

さ
と

創
生

基
金

7
,5

7
9

7
,5

7
9

7
,5

7
9

板
橋

好
雄

奨
学

資
金

貸
与

基
金

5
,1

6
9

6
,7

1
8

1
1
,8

8
7

1
1
,8

8
7

公
共

施
設

維
持

整
備

等
基

金
5
8
6
,2

5
5

5
8
6
,2

5
5

5
8
6
,2

5
5

ふ
る

さ
と

寄
附

金
基

金
2
7
,0

8
2

2
7
,0

8
2

2
4
,0

8
2

子
ど

も
未

来
基

金
4
7
,7

9
0

4
7
,7

9
0

4
7
,7

9
0

ま
ち

の
拠

点
整

備
等

基
金

1
,1

2
8
,1

1
3

1
,1

2
8
,1

1
3

1
,1

2
8
,1

1
3

森
林

環
境

基
金

4
,0

7
9

4
,0

7
9

4
,0

7
9

国
民

健
康

保
険

準
備

金
1
9
9
,9

3
0

1
9
9
,9

3
0

1
9
9
,9

3
0

若
松

城
整

備
等

基
金

3
8
0
,0

2
4

3
8
0
,0

2
4

3
8
0
,0

2
4

介
護

給
付

費
準

備
基

金
8
0
0
,2

2
2

8
0
0
,2

2
2

8
0
0
,2

2
2

合
計

1
1
,0

3
1
,3

7
1

-
-

6
,7

1
8

1
1
,0

3
8
,0

8
9

1
1
,0

3
5
,0

8
9

(参
考

)財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額
種

類
現

金
預

金
有

価
証

券
土

地
そ

の
他

合
計

(貸
借

対
照

表
計

上
額

)
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⑤
貸

付
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

災
害

援
護

資
金

貸
付

金
8
,5

0
0

-
1
,3

7
8

-
9
,8

7
8

支
払

基
金

積
立

金
（
連

合
会

預
託

金
）

1
9
,8

4
3

-
-

-
1
9
,8

4
3

合
計

2
8
,3

4
3

-
1
,3

7
8

-
2
9
,7

2
1

相
手

先
名

ま
た

は
種

別

長
期

貸
付

金
短

期
貸

付
金

（
参

考
）

貸
付

金
計
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⑥
長

期
延

滞
債

権
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

⑦
未

収
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額
相

手
先

名
ま

た
は

種
別

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

【
未

収
金

】
【
未

収
金

】

税
等

未
収

金
税

等
未

収
金

市
税

3
1
4
,1

7
4

7
8
,1

9
8

市
税

1
4
5
,4

6
3

2
9
,9

7
1

国
民

健
康

保
険

税
6
2
2
,4

3
2

1
0
2
,8

3
0

国
民

健
康

保
険

税
1
8
8
,6

0
0

3
1
,2

9
5

介
護

保
険

料
2
1
,9

5
4

1
6
,1

1
4

介
護

保
険

料
2
3
,5

9
2

1
7
,3

1
7

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
料

4
,0

5
8

8
4
4

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
料

4
,0

6
9

8
4
6

そ
の

他
の

未
収

金
そ

の
他

の
未

収
金

分
担

金
及

び
負

担
金

2
,0

0
7

1
0
3

分
担

金
及

び
負

担
金

3
,3

2
1

4
7
4

使
用

料
及

び
手

数
料

2
5
,3

3
9

2
,6

4
3

使
用

料
及

び
手

数
料

4
,6

8
5

7
4
5

財
産

収
入

1
4
1

-
財

産
収

入
3
0
3

-

諸
収

入
1
0
1
,5

5
2

3
1
,1

4
3

諸
収

入
1
2
,5

0
6

3
,3

5
5

給
水

収
益

3
8
0
,5

5
2

3
,0

9
1

そ
の

他
未

収
金

2
5
4
,5

9
9

-

合
計

1
,0

9
1
,6

5
7

2
3
1
,8

7
5

合
計

1
,0

1
7
,6

9
1

8
7
,0

9
4
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（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

う
ち

1
年

内
償

還
予

定
う

ち
共

同
発

行
債

う
ち

住
民

公
募

債

【
通

常
分

】

　
　

一
般

公
共

事
業

1
3
,6

4
1
,5

8
7

9
5
8
,1

6
6

5
,1

3
8
,6

1
3

8
,0

7
2
,1

5
1

2
1
1
,5

7
9

4
3
,9

4
5

-
-

-
1
7
5
,3

0
0

　
　

公
営

住
宅

建
設

1
,6

0
0
,9

7
3

1
5
1
,4

1
2

6
4
9
,9

2
2

7
9
5
,7

7
5

6
2
,0

0
2

9
3
,2

7
5

-
-

-
-

　
　

災
害

復
旧

2
7
,5

6
2

5
,7

3
5

2
7
,5

6
2

-
-

-
-

-
-

-

　
　

教
育

・
福

祉
施

設
3
,2

9
7
,3

7
7

2
5
7
,3

2
5

2
,1

8
0
,8

6
2

2
5
3
,3

0
0

3
3
3
,7

7
5

5
2
9
,4

4
0

-
-

-
-

　
　

一
般

単
独

事
業

1
4
,4

0
2
,4

9
4

1
,2

4
5
,4

2
0

1
6
8
,3

2
0

1
1
,2

4
9
,4

2
2

4
6
6
,8

7
5

3
4
1
,8

3
1

-
-

-
2
,1

7
6
,0

4
6

　
　

そ
の

他
3
,1

0
3
,0

1
6

3
8
1
,2

5
3

1
9
3
,2

1
1

8
4
3
,6

4
0

-
-

-
-

-
2
,0

6
6
,1

6
5

【
特

別
分

】

　
　

臨
時

財
政

対
策

債
2
0
,4

5
0
,7

7
7

1
,5

6
0
,5

9
2

1
2
,3

6
8
,7

7
8

8
,0

1
7
,8

3
7

-
6
4
,1

6
2

-
-

-
-

　
　

減
税

補
て

ん
債

2
9
8
,0

9
2

7
9
,9

6
0

2
9
8
,0

9
2

-
-

-
-

-
-

-

　
　

退
職

手
当

債
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

　
　

そ
の

他
5
4
,9

4
5

9
,6

2
2

-
-

-
1
5
,8

2
5

-
-

-
3
9
,1

2
0

合
計

5
6
,8

7
6
,8

2
3

4
,6

4
9
,4

8
4

2
1
,0

2
5
,3

6
0

2
9
,2

3
2
,1

2
5

1
,0

7
4
,2

3
1

1
,0

8
8
,4

7
6

-
-

-
4
,4

5
6
,6

3
1

市
場

公
募

債
そ

の
他

種
類

地
方

債
残

高
政

府
資

金
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
市

中
銀

行
そ

の
他

の
金

融
機

関
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②
地

方
債

（
利

率
別

）
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

5
6
,8

7
6
,8

2
3

4
6
,2

1
7
,1

6
1

6
,6

8
8
,0

3
2

2
,9

2
1
,7

7
6

2
7
9
,9

7
9

2
6
9
,5

9
1

1
8
5
,0

3
6

3
1
5
,2

4
7

③
地

方
債

（
返

済
期

間
別

）
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

5
6
,8

7
6
,8

2
3

4
,6

4
9
,4

8
4

4
,7

4
5
,1

3
2

4
,8

9
9
,6

6
2

4
,7

9
7
,5

1
4

4
,5

3
3
,3

2
6

1
7
,8

6
5
,1

6
9

9
,2

2
1
,2

4
4

4
,0

3
7
,2

0
2

2
,1

2
8
,0

8
9

④
特

定
の

契
約

条
項

が
付

さ
れ

た
地

方
債

の
概

要
（
単

位
：
千

円
）

５
年

超
1
0
年

以
内

1
0
年

超
1
5
年

以
内

1
5
年

超
2
0
年

以
内

2
0
年

超

特
定

の
契

約
条

項
が

付
さ

れ
た

地
方

債
残

高
契

約
条

項
の

概
要

3
.5

％
超

4
.0

％
以

下
4
.0

％
超

（
参

考
）

加
重

平
均

利
率

地
方

債
残

高
１

年
以

内
１

年
超

２
年

以
内

２
年

超
３

年
以

内
３

年
超

４
年

以
内

４
年

超
５

年
以

内

地
方

債
残

高
1
.5

％
以

下
1
.5

％
超

2
.0

％
以

下
2
.0

％
超

2
.5

％
以

下
2
.5

％
超

3
.0

％
以

下
3
.0

％
超

3
.5

％
以

下
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⑤
引

当
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

目
的

使
用

そ
の

他

徴
収

不
能

引
当

金
3
4
5
,3

8
8

4
1
,0

7
9

6
7
,4

9
8

-
3
1
8
,9

7
0

投
資

損
失

引
当

金
-

-
-

-
-

退
職

手
当

引
当

金
8
,5

0
2
,3

7
0

6
2
2
,5

8
0

5
7
4
,5

4
9

-
8
,5

5
0
,4

0
1

損
失

補
償

等
引

当
金

-
-

-
-

-

賞
与

等
引

当
金

6
1
1
,4

6
8

6
1
4
,3

8
8

6
1
0
,0

0
0

7
6
1
5
,8

5
0

合
計

9
,4

5
9
,2

2
7

1
,2

7
8
,0

4
7

1
,2

5
2
,0

4
7

7
9
,4

8
5
,2

2
1

区
分

前
年

度
末

残
高

本
年

度
増

加
額

本
年

度
減

少
額

本
年

度
末

残
高
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２

．
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

（
１

）
補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

名
称

相
手

先
金

額
支

出
目

的

保
育

所
等

整
備

交
付

金
社

会
福

祉
法

人
  

会
津

若
松

保
育

協
会

　
他

2
1
4
,3

0
8

福
祉

認
定

こ
ど

も
園

施
設

整
備

交
付

金
学

校
法

人
若

松
幼

稚
園

9
8
,1

9
0

福
祉

給
水

施
設

等
整

備
費

補
助

金
崎

川
浜

給
水

施
設

水
道

組
合

　
他

9
3
,3

8
3

環
境

衛
生

地
域

医
療

介
護

総
合

確
保

基
金

事
業

補
助

金
会

津
医

療
生

活
協

同
組

合
　

他
7
8
,4

0
0

福
祉

安
心

こ
ど

も
基

金
特

別
対

策
事

業
補

助
金

学
校

法
人

ザ
ベ

リ
オ

学
園

3
6
,2

9
7

福
祉

日
橋

川
橋

橋
梁

補
修

工
事

負
担

金
磐

梯
町

2
7
,2

8
5

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全

ス
マ

ー
ト

ア
グ

リ
導

入
支

援
事

業
補

助
金

対
象

者
2
4
,0

0
0

産
業

振
興

絆
建

設
事

業
補

助
金

社
会

福
祉

法
人

　
桜

ケ
岡

福
祉

会
2
2
,0

1
4

福
祉

ス
マ

ー
ト

ア
グ

リ
実

証
事

業
補

助
金

農
事

組
合

法
人

　
会

津
ひ

ら
つ

か
農

園
　

他
2
0
,6

4
0

産
業

振
興

会
津

敬
愛

苑
建

設
事

業
補

助
金

社
会

福
祉

法
人

　
千

桜
会

1
8
,2

0
2

福
祉

そ
の

他
1
7
9
,6

7
0

計
8
1
2
,3

9
0

保
険

給
付

費
（
審

査
支

払
手

数
料

除
く
）

福
島

県
国

民
健

康
保

険
団

体
連

合
会

7
,7

5
8
,2

7
5

福
祉

施
設

介
護

サ
ー

ビ
ス

給
付

費
福

島
県

国
民

健
康

保
険

団
体

連
合

会
4
,1

5
7
,3

0
9

福
祉

居
宅

介
護

サ
ー

ビ
ス

給
付

費
福

島
県

国
民

健
康

保
険

団
体

連
合

会
3
,9

9
8
,4

7
9

福
祉

国
民

健
康

保
険

事
業

費
納

付
金

福
島

県
3
,0

3
0
,6

2
7

福
祉

会
津

若
松

地
方

広
域

市
町

村
圏

整
備

組
合

消
防

費
負

担
金

会
津

若
松

地
方

広
域

市
町

村
圏

整
備

組
合

1
,5

0
8
,4

8
6

消
防

後
期

高
齢

者
医

療
療

養
給

付
費

負
担

金
福

島
県

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
1
,1

7
8
,2

2
9

福
祉

地
域

密
着

型
介

護
サ

ー
ビ

ス
給

付
費

福
島

県
国

民
健

康
保

険
団

体
連

合
会

1
,0

0
2
,3

1
9

福
祉

会
津

若
松

地
方

広
域

市
町

村
圏

整
備

組
合

衛
生

費
負

担
金

会
津

若
松

地
方

広
域

市
町

村
圏

整
備

組
合

9
8
2
,4

0
5

環
境

衛
生

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
料

等
負

担
金

福
島

県
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

9
7
2
,2

6
6

福
祉

居
宅

介
護

サ
ー

ビ
ス

計
画

給
付

費
福

島
県

国
民

健
康

保
険

団
体

連
合

会
4
9
7
,2

7
9

福
祉

そ
の

他
4
,2

9
5
,2

2
1

計
2
9
,3

8
0
,8

9
5

3
0
,1

9
3
,2

8
5

区
分

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等

整
備

補
助

金
等

(所
有

外
資

産
分

)

そ
の

他
の

補
助

金
等

合
計
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（
単

位
：

千
円

）

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全
教

育
福

祉
環

境
衛

生
産

業
振

興
消

防
総

務
警

察
そ

の
他

合
計

経
常

費
用

7
,
6
7
0
,
1
9
4

4
,
3
3
6
,
8
5
7

4
1
,
7
6
5
,
7
6
3

3
,
3
8
7
,
6
3
8

2
,
7
8
4
,
5
6
4

1
,
7
0
5
,
2
3
2

5
,
9
3
1
,
0
2
7

-
-

6
7
,
5
8
1
,
2
7
5

業
務

費
用

6
,
8
8
7
,
7
2
5

4
,
1
4
1
,
6
5
8

5
,
4
2
2
,
4
7
7

2
,
0
9
8
,
4
9
1

1
,
5
0
8
,
3
6
3

1
5
1
,
8
1
8

5
,
1
3
8
,
1
3
9

-
-

2
5
,
3
4
8
,
6
7
1

人
件

費
1
,
0
9
9
,
3
7
3

1
,
0
6
1
,
6
6
4

1
,
6
1
6
,
9
5
2

4
7
5
,
8
1
8

7
2
5
,
0
0
4

4
5
,
3
8
0

3
,
5
9
7
,
5
3
7

-
-

8
,
6
2
1
,
7
2
7

職
員

給
与

費
1
,
0
2
6
,
3
6
2

1
,
0
0
9
,
3
4
0

1
,
4
9
4
,
3
7
4

4
7
1
,
9
9
6

7
0
2
,
5
0
4

3
,
5
5
2

2
,
1
4
2
,
1
6
0

-
-

6
,
8
5
0
,
2
8
7

賞
与

等
引

当
金

繰
入

額
2
4
,
5
9
9

-
3
2
,
0
6
2

-
7
8
6

-
5
5
4
,
7
0
4

-
-

6
1
2
,
1
5
0

退
職

手
当

引
当

金
繰

入
額

2
8
,
5
7
6

-
-

-
-

-
5
9
4
,
0
0
4

-
-

6
2
2
,
5
8
0

そ
の

他
1
9
,
8
3
6

5
2
,
3
2
4

9
0
,
5
1
6

3
,
8
2
2

2
1
,
7
1
4

4
1
,
8
2
8

3
0
6
,
6
7
0

-
-

5
3
6
,
7
1
0

物
件

費
等

5
,
5
3
9
,
3
9
4

3
,
0
6
7
,
0
2
8

3
,
3
8
7
,
8
9
6

1
,
6
2
0
,
3
6
2

7
6
7
,
9
4
3

1
0
5
,
2
6
4

1
,
2
2
5
,
3
6
4

-
-

1
5
,
7
1
3
,
2
5
1

物
件

費
2
,
0
9
9
,
6
4
0

2
,
0
7
4
,
8
5
5

3
,
2
7
7
,
0
6
6

1
,
5
5
7
,
5
1
8

3
6
7
,
8
9
2

5
1
,
3
2
2

9
7
2
,
6
4
6

-
-

1
0
,
4
0
0
,
9
3
9

維
持

補
修

費
4
3
6
,
3
8
6

2
0
,
8
2
1

8
,
4
8
2

2
,
2
3
3

4
9
,
7
8
3

4
,
8
7
3

8
,
8
1
2

-
-

5
3
1
,
3
8
9

減
価

償
却

費
3
,
0
0
3
,
3
6
8

9
7
1
,
3
5
2

1
0
2
,
3
4
9

6
0
,
6
1
0

3
5
0
,
2
6
8

4
9
,
0
6
8

2
4
3
,
9
0
6

-
-

4
,
7
8
0
,
9
2
1

そ
の

他
1

-
-

-
-

-
-

-
-

1

そ
の

他
の

業
務

費
用

2
4
8
,
9
5
8

1
2
,
9
6
6

4
1
7
,
6
2
8

2
,
3
1
1

1
5
,
4
1
6

1
,
1
7
5

3
1
5
,
2
3
8

-
-

1
,
0
1
3
,
6
9
3

支
払

利
息

2
0
6
,
9
0
2

-
4
4
3

-
1
,
6
8
8

-
2
4
3
,
6
3
4

-
-

4
5
2
,
6
6
6

徴
収

不
能

引
当

金
繰

入
額

1
,
5
4
5

-
2
6
,
4
6
1

-
7
2
7

-
1
2
,
3
4
7

-
-

4
1
,
0
7
9

そ
の

他
4
0
,
5
1
2

1
2
,
9
6
6

3
9
0
,
7
2
5

2
,
3
1
1

1
3
,
0
0
2

1
,
1
7
5

5
9
,
2
5
7

-
-

5
1
9
,
9
4
7

移
転

費
用

7
8
2
,
4
6
8

1
9
5
,
1
9
9

3
6
,
3
4
3
,
2
8
6

1
,
2
8
9
,
1
4
8

1
,
2
7
6
,
2
0
1

1
,
5
5
3
,
4
1
4

7
9
2
,
8
8
8

-
-

4
2
,
2
3
2
,
6
0
5

補
助

金
等

7
2
,
7
9
3

8
7
,
9
2
3

2
5
,
5
0
6
,
8
4
5

1
,
1
3
4
,
3
9
7

1
,
0
6
1
,
8
5
8

1
,
5
5
2
,
5
5
4

7
7
6
,
9
1
5

-
-

3
0
,
1
9
3
,
2
8
5

社
会

保
障

給
付

-
1
0
6
,
9
8
7

1
0
,
8
3
6
,
3
8
5

1
3
,
2
9
5

-
-

-
-

-
1
0
,
9
5
6
,
6
6
7

他
会

計
へ

の
繰

出
金

6
7
4
,
1
1
4

-
-

1
4
1
,
0
6
9

2
0
3
,
4
8
4

-
-

-
-

1
,
0
1
8
,
6
6
7

そ
の

他
3
5
,
5
6
1

2
8
9

5
6

3
8
7

1
0
,
8
5
9

8
6
0

1
5
,
9
7
4

-
-

6
3
,
9
8
6

経
常

収
益

3
,
4
1
7
,
3
8
5

3
3
,
7
5
0

1
9
2
,
3
0
8

1
2
7
,
9
0
5

2
1
9
,
9
5
8

6
,
1
9
5

2
0
2
,
5
5
4

-
-

4
,
2
0
0
,
0
5
5

使
用

料
及

び
手

数
料

3
,
1
9
8
,
4
4
5

1
2
,
6
7
8

4
,
5
4
7

1
0
9
,
9
2
4

9
3
,
7
6
9

6
8
1
,
6
7
1

-
-

3
,
5
0
1
,
0
4
1

そ
の

他
2
1
8
,
9
4
0

2
1
,
0
7
2

1
8
7
,
7
6
1

1
7
,
9
8
1

1
2
6
,
1
8
8

6
,
1
8
9

1
2
0
,
8
8
3

-
-

6
9
9
,
0
1
5

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

4
,
2
5
2
,
8
0
9

4
,
3
0
3
,
1
0
7

4
1
,
5
7
3
,
4
5
4

3
,
2
5
9
,
7
3
4

2
,
5
6
4
,
6
0
7

1
,
6
9
9
,
0
3
7

5
,
7
2
8
,
4
7
3

-
-

6
3
,
3
8
1
,
2
2
0

臨
時

損
失

4
3
,
3
4
7

3
0
,
1
0
8

2
2
,
3
1
2

0
0

0
2
9
7

-
-

9
6
,
0
6
4

災
害

復
旧

事
業

費
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

資
産

除
売

却
損

4
2
,
6
5
1

3
0
,
1
0
8

2
2
,
2
6
5

0
0

0
2
9
7

-
-

9
5
,
3
2
1

投
資

損
失

引
当

金
繰

入
額

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

損
失

補
償

等
引

当
金

繰
入

額
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

そ
の

他
6
9
5

-
4
8

-
-

-
-

-
-

7
4
3

臨
時

利
益

2
,
0
5
8

6
,
4
0
6

-
-

2
5
4

-
1
4
,
0
7
0

-
-

2
2
,
7
8
7

資
産

売
却

益
1
,
5
2
2

6
,
4
0
6

-
-

2
5
4

-
1
4
,
0
7
0

-
-

2
2
,
2
5
1

そ
の

他
5
3
6

-
-

-
-

-
-

-
-

5
3
6

純
行

政
コ

ス
ト

4
,
2
9
4
,
0
9
7

4
,
3
2
6
,
8
0
9

4
1
,
5
9
5
,
7
6
7

3
,
2
5
9
,
7
3
4

2
,
5
6
4
,
3
5
3

1
,
6
9
9
,
0
3
7

5
,
7
1
4
,
7
0
0

-
-

6
3
,
4
5
4
,
4
9
7

（
2
）

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

に
係

る
行

政
目

的
別

の
明

細
自
　
平
成
３
１
年
　
４
月
　
１
日

至
　
令
和
　
２
年
　
３
月
３
１
日

区
　

　
　

　
　

分

決
算

対
象

年
度

：
 
令

和
元

年
度

会
計

　
　

　
　

：
 
全

体



 69 

 

 

 

 

  

（
１

）
財

源
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

会
計

区
分

財
源

の
内

容
金

額

地
方

税
1
5
,4

4
7
,1

1
9

地
方

交
付

税
1
0
,3

5
8
,6

2
9

そ
の

他
3
,6

4
0
,1

1
6

2
9
,4

4
5
,8

6
4

国
庫

支
出

金
1
,0

9
3
,2

7
9

都
道

府
県

等
支

出
金

2
1
,5

3
1

計
1
,1

1
4
,8

1
0

国
庫

支
出

金
7
,7

4
7
,9

1
5

都
道

府
県

等
支

出
金

4
,0

3
7
,9

5
4

計
1
1
,7

8
5
,8

6
9

1
2
,9

0
0
,6

7
9

4
2
,3

4
6
,5

4
3

保
険

料
等

5
,5

1
6
,6

6
7

寄
附

金
7
,5

8
7

そ
の

他
3
,0

6
3
,0

6
8

8
,5

8
7
,3

2
2

国
庫

支
出

金
8
8
,0

6
4

都
道

府
県

等
支

出
金

1
,7

2
2

計
8
9
,7

8
6

国
庫

支
出

金
2
,9

5
9
,1

9
9

都
道

府
県

等
支

出
金

9
,6

1
0
,8

3
2

計
1
2
,5

7
0
,0

3
1

1
2
,6

5
9
,8

1
6

2
1
,2

4
7
,1

3
8

資
本

的
補

助
金

経
常

的
補

助
金

小
計

合
計

特
別

会
計

税
収

等

小
計

国
県

等
補

助
金

３
．

純
資

産
変

動
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細

一
般

会
計

税
収

等

小
計

国
県

等
補

助
金

資
本

的
補

助
金

経
常

的
補

助
金

小
計

合
計



 70 

  

国
県

等
補

助
金

地
方

債
税

収
等

そ
の

他

純
行

政
コ

ス
ト

6
3
,4

5
4
,4

9
7

2
4
,3

5
5
,8

9
9

1
,7

7
5
,0

0
0

3
1
,1

5
7
,6

8
4

6
,1

6
5
,9

1
4

有
形

固
定

資
産

等
の

増
加

4
,3

4
8
,5

9
6

1
,1

4
1
,3

5
4

2
,6

9
0
,6

0
0

5
1
6
,6

4
2

-

貸
付

金
・
基

金
等

の
増

加
1
,8

2
0
,6

0
0

-
-

1
,7

7
2
,1

5
7

4
8
,4

4
2

そ
の

他
-

-
-

-
-

合
計

6
9
,6

2
3
,6

9
3

2
5
,4

9
7
,2

5
3

4
,4

6
5
,6

0
0

3
3
,4

4
6
,4

8
3

6
,2

1
4
,3

5
6

（
２

）
財

源
情

報
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

区
分

金
額

内
訳



 71 

 

 

 

 

 

  
（
１

）
資

金
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

種
類

本
年

度
末

残
高

要
求

払
預

金
4
,6

7
0
,5

7
0

合
計

4
,6

7
0
,5

7
0

４
．

資
金

収
支

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細



 72 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結財務書類 
  



 73 

  

（単位：百万円）

金　　額 金　　額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 183,651 固定負債 67,407
有形固定資産 170,839 地方債等 52,953
事業用資産 74,279 長期未払金 -
土地 33,914 退職手当引当金 9,500
立木竹 2 損失補償等引当金 -
建物 93,419 その他 4,953
建物減価償却累計額 △ 56,506 流動負債 6,307
工作物 4,342 １年内償還予定地方債等 4,699
工作物減価償却累計額 △ 3,143 未払金 497
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 9
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 712
航空機 - 預り金 218
航空機減価償却累計額 - その他 172
その他 6 73,714
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 2,244 固定資産等形成分 186,555

インフラ資産 92,946 余剰分（不足分） △ 65,881
土地 26,608 他団体出資等分 189

建物 10,231

建物減価償却累計額 △ 5,822

工作物 124,211

工作物減価償却累計額 △ 62,788

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 507

物品 10,951

物品減価償却累計額 △ 7,337

無形固定資産 1,175

ソフトウェア 293

その他 883

投資その他の資産 11,636

投資及び出資金 322

有価証券 190

出資金 130

その他 2

投資損失引当金 -

長期延滞債権 1,093

長期貸付金 28

基金 10,414

減債基金 607

その他 9,807

その他 11

徴収不能引当金 △ 232

流動資産 10,927

現金預金 6,962

未収金 1,046

短期貸付金 1

基金 2,903

財政調整基金 2,903

減債基金 -

棚卸資産 56

その他 45

徴収不能引当金 △ 87

繰延資産 - 120,863

194,577 194,577資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

連結貸借対照表
（令和２年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目
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（単位：百万円）

金　　　額

経常費用 81,526

業務費用 29,231

人件費 10,350

職員給与費 8,400

賞与等引当金繰入額 726

退職手当引当金繰入額 629

その他 595

物件費等 17,511

物件費 11,387

維持補修費 814

減価償却費 5,303

その他 6

その他の業務費用 1,371

支払利息 455

徴収不能引当金繰入額 41

その他 875

移転費用 52,294

補助金等 40,210

社会保障給付 10,963

他会計への繰出金 1,019

その他 103

経常収益 5,277

使用料及び手数料 3,878

その他 1,399

純経常行政コスト 76,248

臨時損失 101

災害復旧事業費 -

資産除売却損 96

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 4

臨時利益 24

資産売却益 23

その他 1

純行政コスト 76,325

連結行政コスト計算書
自　平成３１年　４月　１日
至　令和　２年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：百万円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 119,775 185,310 △ 65,719 185

純行政コスト（△） △ 76,325 △ 76,300 △ 25

財源 77,217 77,188 29

税収等 38,129 38,129 -

国県等補助金 39,088 39,059 29

本年度差額 892 888 4

固定資産の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額 1

無償所管換等 193

他団体出資等分の増加 -

他団体出資等分の減少 -

比例連結割合変更に伴う差額 16

その他 △ 13

本年度純資産変動額 1,088 1,246 △ 162 4

本年度末純資産残高 120,863 186,555 △ 65,881 189

連結純資産変動計算書
自　平成３１年　４月　１日
至　令和　２年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

省 略
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連結財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）連結対象団体（会計） 
団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

水道事業会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

国民健康保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

観光施設事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

地方卸売市場事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

介護保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

三本松地区宅地整備事業特別会

計 
地方公営事業会計 全部連結 － 

後期高齢者医療特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

会津若松地方広域市町村圏整備

組合 
一部事務組合・広域連合 比例連結 ※1 

福島県市町村総合事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 ※1 

福島県市民交通災害共済組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 7.20％ 

福島県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 6.35％ 

会津若松地方土地開発公社 地方三公社 比例連結 ※2 

株式会社まちづくり会津 第三セクター等 全部連結 － 

一般財団法人会津若松市勤労者

福祉サービスセンター 
第三セクター等 全部連結 － 

公益財団法人会津若松文化振興

財団 
第三セクター等 全部連結 － 

一般財団法人会津若松観光ビュ

ーロー 
第三セクター等 全部連結 － 

公益財団法人会津地域教育・学

術振興財団 
第三セクター等 比例連結 41％ 

※1 事業・会計によって比例連結割合が異なる 

※2 会津若松事務所分のみを連結 

 

① 地方公営企業法の財務規定等が適用されていない地方公営企業会計のうち、当該規定等の適用に

向けた作業に着手しているもの（平成 29 年度までに着手かつ集中取組期間内に当該規定等を適用

するもの）については、連結財務書類の対象外としています。したがって、一般会計等における他

会計への繰出金等が内部相殺されない場合があります。 

  湊町簡易水道事業特別会計   企業債残高       17百万円 

                 他会計繰入金      3百万円 

西田面簡易水道事業特別会計  企業債残高       17百万円 

下水道事業特別会計      企業債残高     16,162百万円 

                 他会計繰入金     674百万円 

農業集落排水事業特別会計   企業債残高     1,940百万円 

                 他会計繰入金     203百万円 

個別生活排水事業特別会計   企業債残高     1,115百万円 

                 他会計繰入金     138百万円 

 

（２）作成基準日 

令和元年度を対象年度とし、令和２年３月 31日を基準日として作成しています。 

また、出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了

した後の計数をもって基準日の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整

理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 
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（３）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産 

有償で取得したもの･･････････････････････取得原価 

   無償で取得したもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、無償で移管を受けた道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

なお、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産 

有償で取得したもの･･････････････････････取得原価 

   無償で取得したもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

 なお、水道事業会計、会津若松地方広域市町村圏整備組合水道用水供給事業会計、会津若松地方土地

開発公社、株式会社まちづくり会津、一般財団法人会津若松市勤労者福祉サービスセンター、公益財団

法人会津若松文化振興財団、一般財団法人会津若松観光ビューロー、及び公益財団法人会津地域教育・

学術振興財団においては、原則取得原価としています。 

 

（４）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

ただし、市場価格があるもので、市場価格の下落率が 30％以上である場合は、市場価格として

います。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

ただし、株式については、株式会社の財政状態の悪化により実質価額が 30％以上低下した場合

は、実質価額としています。 

 

（５）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････定額法 

ただし、耐用年数の経過後は備忘価額１円としています。また、水道事業会計の量水器は取替法

によっております。 

なお、減価償却累計額については、各有形固定資産の項目に対する控除項目として、減価償却累

計額の項目をもって表示しています（間接法）。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････定額法 

ただし、耐用年数の経過後は備忘価額の計上は行っていません。 

なお、減価償却累計額については、各無形固定資産の金額から直接控除し、その控除して得た額

を当該各無形固定資産の金額として表示しています（直接法）。 

 

（６）引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

主として期末自己都合要支給額としています。 

② 賞与等引当金 

主として、翌年度支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費のうち、本会

計年度の期間に対応する額としています。 

③ 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権について、過去５年間の徴収不能実績率等に基づいて算出した額として

います。 
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④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体健全化法上、将来負担比率

の算定に含めた将来負担額としています。 

⑤ 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体及び会計に対するものについて、実質価額

が 30％以上低下した場合は、実質価額と取得価額との差額としています。 

 

（７）リース取引の処理方法 

通常の賃貸借取引として会計処理を行うリース取引については、下記のとおりとしています。 

① 所有権移転ファイナンス・リース取引のうち、リース契約１件あたりの契約総額が 300万円 

以下の取引 

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

③ オペレーティング・リース取引 

 

（８）消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、水道事業会計、会津若松地方広域市町村圏整備組合水道用水供給事業会計及び株式会社ま

ちづくり会津については、税抜方式によっています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

該当する変更等はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

該当する事象はありません。 

 

４ 追加情報 

（１）表示単位未満の取扱い 

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

（２）売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

売却が決定している、または、近い将来売却が予定されている普通財産の土地及び建物 

イ 内訳 なし 
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